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主       文 

１ 被告は，原告株式会社Ａに対し，１１３０万６２３４円及びうち１１１１万６

０２０円に対する平成２４年１０月１０日から支払済みまで年５分の割合によ

る金員を支払え。 

２ 原告株式会社Ａのその余の請求並びに原告Ｂ及び原告Ｃの請求をいずれも棄5 

却する。 

３ 訴訟費用は，これを１０分し，その１を被告の負担とし，その余を原告らの連

帯負担とする。 

事 実 及 び 理 由 

第１ 請求 10 

 １ 被告は，原告株式会社Ａに対し，１億２４９９万８５３４円及びこれに対する

平成２４年１０月１０日から支払済みまで年５分の割による金員を支払え。 

２ 被告は，原告Ｂに対し，２００万円及びこれに対する平成２４年８月１４日か

ら支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

３ 被告は，原告Ｃに対し，２００万円及びこれに対する平成２４年８月１４日か15 

ら支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

第２ 事案の概要 

本件は，原告株式会社Ａ（以下「原告会社」という。）が運営する旅館（以下

「本件旅館」という。）が平成２４年８月１３日から同月１４日にかけての豪雨

（以下「本件豪雨」という。）の際に床上浸水（以下「本件浸水」という。）の被20 

害を受けたのは，本件旅館の近傍を流れる河川に設置されたスクリーンの構造や

本件旅館に隣接する排水機場の運用方法に設置又は管理の瑕疵があったからで

あるとして，原告らが，上記河川及び排水機場を管理する地方公共団体である被

告に対し，国家賠償法２条１項に基づき，原告会社については１億２４９９万８

５３４円の損害賠償金及びこれに対する原告会社が損害保険金の支払を受けた25 

日の翌日である平成２４年１０月１０日から支払済みまで民法（平成２９年法律
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第４４号による改正前のもの。以下同じ。）所定の年５分の割合による遅延損害

金の支払を，原告Ｂ及び原告Ｃ（以下，原告Ｂと併せて「原告Ｄら」という。）に

ついては各２００万円の慰謝料及びこれに対する本件浸水の日である同年８月

１４日から支払済みまで上記同旨の遅延損害金の各支払を求める事案である。 

１ 前提事実 5 

  争いがない事実，後掲の証拠（枝番があるものは，特記しない限り枝番を含む。

以下同じ。）及び弁論の全趣旨によれば，以下の事実が認められる（なお，証拠等

を掲記していない事実は，当事者間に争いがないか弁論の全趣旨により容易に認

められる。）。 

  当事者 10 

  ア 原告会社は，その肩書地において本件旅館を経営する株式会社であり，原

告Ｂは原告会社の代表取締役，原告Ｃは原告会社の取締役である。 

なお，原告Ｄらは，本件浸水当時，本件旅館に居住していた。 

  イ 被告は，本件旅館に隣接して設置されているＥ排水機場（以下「本件排水

機場」という。）及び本件排水機場の近傍を流れる普通河川であるＦ川（別紙15 

１の青線で表記された河川。以下「本件河川」という。）を管理する地方公共

団体である。 

  本件旅館及び本件排水機場周辺の位置関係 

本件旅館及び本件排水機場周辺の位置関係は別紙１のとおりであり，本件旅

館及び本件排水機場は，宇治川の左岸（上流から下流に向かって左手側の河岸）20 

に隣接して位置し，その南西方面の山林を流域とする本件河川が本件旅館と本

件排水機場の間を通って宇治川に流入している。 

なお，宇治川には，別紙１に表示されている地区よりも上流側に，洪水調節

等を目的とする天ヶ瀬ダムが設置されている（乙２８）。 

   本件河川の構造等 25 

ア 本件河川は，別紙１の「スクリーン」と記載された地点から暗渠となり（以
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下，本件河川の暗渠部分を「本件暗渠」といい，その入口部を「本件暗渠入

口部」という。），自然排水により宇治川に直接流入する構造となっている。 

また，本件河川には，別紙１の「治山えん堤１」，「治山えん堤２」及び「治

山えん堤３」と記載された場所に，京都府が設置管理する３つの治山えん堤

（山地の荒廃を未然に防止し，災害の防止と軽減を図る目的で築造されてい5 

る構造物。以下，上記の各治山えん堤を，別紙１に記載のとおり「治山えん

堤１」のように表記し，これらを併せて「本件各治山えん堤」という。）が設

けられている。 

イ 本件暗渠入口部は，下底が約１４０ｃｍ，上底が約１７０ｃｍ，高さが約

８５ｃｍの台形になっており，本件豪雨（後記⑸参照）当時，暗渠内部に，10 

堆積すると取り除くことが困難となる流木等の異物が入り込まないように，

被告の管理に係る約１０ｃｍ四方の格子状（網目状）の構造をしたスクリー

ン（以下「本件スクリーン」といい，上記の約１０ｃｍ四方の格子状の構造

を「本件格子状構造」という。）が設置されていた（証人Ｇ〔２９頁〕，弁論

の全趣旨）。 15 

 本件排水機場周辺の排水設備等の概要 

   ア 流域の区分 

本件排水機場が設置されているＥ排水機場流域（以下「本件排水機場流域」

という。）は，別紙２の緑色の地域であり，Ｈ橋の橋台下から宇治川に排水さ

れるＩ流域（別紙２のピンク色の地域），本件排水機場下流側（西側）から宇20 

治川に排水されるＦ川流域（別紙２のクリーム色の地域。以下「本件河川流

域」という。）及びＪ観測所付近から宇治川に排水されるＫ川流域（別紙２の

水色の流域）に囲まれた流域である。 

   イ 本件排水機場の構造 

本件排水機場は，本件排水機場流域内の排水を目的とし，強制排水のため25 

にポンプ３台を有する施設であり，その構造は，別紙３のとおりである。 
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すなわち，本件排水機場流域内の雨水は，周辺道路に設けられている側溝

や集水桝等から暗渠管を通じて本件排水機場の集水桝（以下「本件集水桝」

という。）に流入するほか，地表に設置されている導水路から本件集水桝の

地表部分に設置された縦約２０ｃｍ，横約８０ｃｍの呑込口（以下「本件呑

込口」という。）を通じて本件集水桝に流入し，自然排水の場合は，別紙３の5 

「電動ゲート」と記載されたゲート（以下「本件電動ゲート」という。）を通

ってフラップゲートが設置された放流口（以下「本件放流口」という。）から

宇治川に放水され，ポンプによる強制排水の場合は，本件集水桝に流入した

雨水がスクリーン（以下「本件排水機場スクリーン」という。）を通ってポン

プが設置されている貯水槽（以下「本件貯水槽」という。）に流入し，ポンプ10 

の動力で排水されて本件電動ゲートの外側で自然排水と同じ水路に合流し，

本件放流口から宇治川に放水される。 

なお，本件排水機場において強制排水を行う場合には，本件電動ゲートの

外側で自然排水の水路と強制排水の水路が合流するという上記構造から，本

件電動ゲートを全閉とする必要がある。 15 

（甲３１，乙６，９，１０，１２） 

   ウ 本件排水機場における強制排水の運用等 

本件排水機場の操作要領には，本件排水機場の運転方法につき，総則とし

て「天ヶ瀬ダムの 400 ㎥/sec 放流時に排水機場の操作を行うものとする」と

の記載に加え，「常時電動バルブは全開にしておく。（通常は自然流下の為）」，20 

「天ヶ瀬ダムの放流量が 400 ㎥/Ｓを越えた場合，電動バルブを全閉にし，

No.1，No.2 ポンプ，もしくは No.3 ポンプを自動に切替ておきます」との記

載がされているが，平成２０年頃から，「出水期（６月１６日～１０月１５

日） 自動運転を行う。（状況により変更するものとする。）」との運用が示さ

れ，出水期は原則として強制排水により運用されるようになった。 25 

なお，本件排水機場に設置されている３台のポンプは，宇治川の水位を基
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準として自動運転時の起動水位が設定されており，本件貯水槽の水位が一定

の高さに達すると１台目が起動し，水位の上昇に応じて，２台目及び３台目

が順次起動するように設定されていた。 

（甲７，２５，２８） 

 本件豪雨の発生 5 

ア 平成２４年８月１３日の夜から同月１４日未明にかけて，宇治市を含む京

都府南部を中心に猛烈な雨が降り，宇治市役所近傍（宇治市宇治下居１３－

２）に設置された雨量計において，同月１３日午前７時から同月１４日午前

７時までの２４時間の総雨量が３０９．５ｍｍ，同月１３日午後８時から同

月１４日午前３時００分までの７時間の連続降雨量が１３７．５ｍｍ，１時10 

間当たりの最大雨量（最大時間雨量）が同日午前３時００分から午前４時０

０分までの７８．５ｍｍを記録した（乙４４）。 

イ 本件排水機場は，本件豪雨が発生した当時，強制排水により運転されてお

り，本件電動ゲートは全閉とされていた。 

 本件旅館の浸水（本件浸水） 15 

本件豪雨の際，本件スクリーンが土砂や枝葉等によって閉塞したことにより

本件暗渠入口部から土砂や枝葉等を含んだ濁水が溢水するとともに（以下，こ

の溢水を「本件溢水」という。），本件旅館及び本件排水機場周辺が冠水し，本

件旅館の１階及び地階が床上浸水した。 

   本件スクリーンの改修 20 

    被告は，平成２５年７月頃，本件スクリーンの改修工事を行い，本件暗渠入

口部に設置されていた本件スクリーンを縦方向のバーのみで構成されたスク

リーン（以下，このような構造のスクリーンを「縦縞スクリーン」という。）に

変更するとともに，その上流側に新たに縦縞スクリーン（以下「本件追加スク

リーン」という。）を設置した。 25 

    なお，改修後の各スクリーンのバーとバーとの間隔（以下「目幅」という。）
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は，本件暗渠入口部に設置されたスクリーンが１０ｃｍ，本件追加スクリーン

が２０ｃｍとされた。 

（甲２２，乙７６，７７） 

  原告会社に対する保険金の支払 

原告会社は，東京海上日動火災保険株式会社（以下「本件保険会社」という。）5 

との間で，契約者及び被保険者を原告会社とする企業総合保険（以下「本件保

険」という。）に加入していたところ，平成２４年１０月９日，本件浸水によっ

て本件旅館が受けた被害に対する保険金として，以下のとおり，合計２０１８

万２６２４円の保険金の支払を受けた（甲９５，１４２。以下，原告会社に支

払われた本件保険に基づく保険金を併せて「本件保険金」という。）。 10 

   ア 損害保険金  １２８１万０００３円 

   イ 残存物取片づけ費用保険金  １２８万１００１円 

   ウ 修理付帯費用保険金  ５０９万１６２０円 

   エ 臨時費用保険金  １００万円 

２ 争点 15 

 営造物の瑕疵の有無 

 ア 本件スクリーンの瑕疵（争点①） 

   本件スクリーンの本件格子状構造が，本件暗渠入口部に設置されるスクリ

ーンとして通常有すべき安全性を欠いており，この瑕疵によって本件浸水が

発生したといえるか（なお，本件スクリーンの閉塞によって本件溢水が発生20 

したこと自体は，当事者間に争いがない。）。 

 イ 本件排水機場の運用方法に関する管理の瑕疵（争点②） 

   本件電動ゲートを全閉として強制排水に切り替えていた本件豪雨当時の

本件排水機場の運用方法が，排水機場として通常有すべき安全性を欠いてお

り，この瑕疵によって本件浸水が発生したといえるか。 25 

 本件浸水の回避可能性の不存在ないし不可抗力（争点③） 
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仮に，本件スクリーンが通常有すべき安全性を備えていたとしても，本件浸

水の発生という結果を回避することは不可能であったといえるか（なお，被告

は，争点③に関する主張を，争点①における本件スクリーンの瑕疵を判断する

要素としても，不可抗力を理由とする免責の抗弁としても主張するものと解さ

れる。）。 5 

   損害の有無及び額（争点④） 

  本件浸水によって原告らにどのような損害が生じたといえるか。また，その

額はいくらか。 

 ３ 争点に関する当事者の主張 

   争点①（本件スクリーンの瑕疵）について 10 

  （原告らの主張） 

   ア 一般に１時間に２０ｍｍ以上又は連続した１００ｍｍ以上の降雨を記録

した場合には土砂崩れに特に注意が必要とされているところ，この程度の大

雨は本件豪雨以前から繰り返し発生していたし，本件スクリーンの上流は両

岸が護岸されていない自然斜面となっていたのであるから，本件河川流域に15 

おいて集中豪雨が発生すれば，これに伴う土砂崩れ等により土砂や枝葉等が

本件河川に流入するおそれがあることは，被告において容易に予測可能であ

った。 

ところが，本件スクリーンは，本件格子状構造という土砂や枝葉等を捕捉

することで容易に閉塞する構造をしていたのであるから，集中豪雨に伴う土20 

砂崩れ等により本件河川に土砂や枝葉等が流入した場合，本件スクリーンが

閉塞して溢水が生じる危険があることも，被告において当然に予測できた。

そして，実際に，本件豪雨において本件スクリーンのすぐ上流（治山えん堤

１よりも下流）の左岸で山腹崩壊による土砂崩れが発生し，これによって土

砂や枝葉等が本件暗渠入口部にまで流入して本件スクリーンが閉塞し，本件25 

溢水が発生した。 
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イ 本件暗渠入口部にスクリーンを設置する目的は，本件暗渠内に土砂や枝葉

等の流下物が流入することで本件暗渠の水流が阻害されることを防止する

ことにあるが，本件スクリーンが流下物を捕捉することによって閉塞すると，

かえって本件河川の水流が阻害されることになるのであるから，上記の設置

目的に沿った本件暗渠入口部のスクリーンとするには，本件暗渠内の水流を5 

阻害するおそれのある３０ｃｍ以上の流木や岩石等の流下物を除去しつつ，

スクリーン自体が閉塞するということがないよう，本件暗渠自体を閉塞する

おそれのない土砂や枝葉等の流下物は捕捉しない構造とする必要がある。 

そうすると，本件暗渠入口部には，本件暗渠内に流下させるべき土砂や枝

葉等の流下物までも容易に捕捉してしまう本件格子状構造をした本件スク10 

リーンではなく，目幅２０ｃｍの縦縞スクリーンを設置すべきであったとい

える。 

なお，被告は，目幅２０ｃｍの縦縞スクリーンでは子供等が容易に本件暗

渠内に進入できるため，安全性に欠ける旨を主張するが，子供等が本件暗渠

に進入することを防止するには，本件暗渠入口部の周囲に柵を設けたり進入15 

禁止の看板を設けたりすることで対応すれば足りるのであり，子供等が進入

する危険性は，本件スクリーンを本件格子状構造とする理由にはならない。 

   ウ しかも，被告は，本件豪雨後である平成２５年７月頃，本件スクリーンを

改修し，本件暗渠入口部に設置するスクリーンを目幅１０ｃｍの縦縞スクリ

ーンに変更した上，その上流側に更に目幅２０ｃｍの縦縞スクリーンである20 

本件追加スクリーンを設置しているのであり，このような改修が行われたこ

と自体が，被告において本件スクリーンの問題性を認識した証左といえる。 

   エ 以上によれば，本件スクリーンは，本件暗渠入口部に設置されるべきスク

リーンとして，通常有すべき安全性を欠いていたものといえる。 

（被告の主張） 25 

ア 本件溢水は，想定を超える記録的な豪雨となった本件豪雨により，本件河
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川の上流で土砂崩れが発生し，多量の土砂や流木等が濁水と共に土石流とな

って本件河川に流入し，これによって本件スクリーンが閉塞したため発生し

たものであるが，平成５年頃に本件スクリーンが設置されて以降，本件スク

リーンが流下物を捕捉して閉塞したり，本件暗渠入口部から溢水が生じたり

したことはなかったのであるから，被告において，本件スクリーンの閉塞や5 

そこからの溢水が発生する危険を予測することはできなかった。 

   イ また，本件スクリーンは，その底部に１０ｃｍほどの隙間が設けられてお

り，その隙間を土砂や枝葉等の流下物が通過する構造になっていたし，一般

に暗渠の入口にスクリーンを設置する場合，その目幅に特段の基準は設けら

れていない。 10 

他方，目幅２０ｃｍの縦縞スクリーンが適切であるとの原告らの主張の根

拠は不明であるし，後記の争点③において主張するとおり，仮に本件スクリ

ーンが目幅２０ｃｍの縦縞スクリーンであったとしても，本件溢水の発生を

回避することはできなかったといえる。 

しかも，目幅２０ｃｍの縦縞スクリーンの場合，子供等が容易に進入する15 

ことができることとなるため，安全性が確保できない。 

したがって，本件暗渠入口部に設置すべきスクリーンとして，本件スクリ

ーンが不適切であり，目幅２０ｃｍの縦縞スクリーンが適切であるとはいえ

ない。 

   ウ 被告は，本件豪雨後の平成２５年７月頃，スクリーンに捕捉された流下物20 

の除去や清掃を容易にするため，本件スクリーンを縦縞スクリーンに変更す

るとともに，その上流において流木等を受け止め，本件河川の水流を確保で

きるようにするため，本件追加スクリーンを設置したが，この改修は，本件

豪雨を教訓として，将来の豪雨に対応するため，設備の改善を行ったものに

すぎない。 25 

   エ 以上によれば，本件スクリーンが，本件暗渠入口部に設置すべきスクリー
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ンとして通常有すべき安全性を欠いていたとはいえない。 

 争点②（本件排水機場の運用方法に関する管理の瑕疵）について 

（原告らの主張） 

   ア 一般に，内水（堤防の内側での浸水）の排水方法は，自然排水を優先する

のが原則である。また，本件旅館及び本件排水機場周辺は，山側の断崖と宇5 

治川沿いのパラペット（壁状の構造物）に囲まれ，地表面に滞留する雨水が

宇治川に排水されにくい構造となっている上，本件排水機場は本件電動ゲー

トを全閉として自然排水ができない状態にしなければ強制排水を実施でき

ない構造となっていたのであるから，強制排水中にポンプ等に何らかの問題

が生じると，それだけで一切の排水ができない事態に陥ることとなる。した10 

がって，本件排水機場において強制排水を実施することは，その周辺におい

て冠水等を発生させる危険性が飛躍的に高まることとなる。 

そのため，本件排水機場の操作要領では，本件電動ゲートを常時全開にし

て自然排水を行うことを前提に，天ヶ瀬ダムが毎秒４００㎥の放流を行う際

に強制排水に切り替える旨が定められていたのであり，被告は，上記操作要15 

領に従い，本件豪雨時においても，本件電動ゲートを全開にしておかなけれ

ばならなかった。 

なお，本件電動ゲートを全開にして自然排水を実施している際に宇治川の

水位が本件放流口まで上昇すると，排水自体ができなくなるおそれがあるが，

天ヶ瀬ダムから本件排水機場までの宇治川の支流の流域面積は小さいため，20 

天ヶ瀬ダムからの放流がない限り，宇治川の水位が急激に上昇することはな

いし，天ヶ瀬ダムから放流が開始される場合には，時間的な余裕をもって下

流の関係機関に連絡がされるのであるから，仮に本件電動ゲートを全開にし

て自然排水を実施している際に天ヶ瀬ダムから放流が開始されることとな

ったとしても，これに対応して本件排水機場を管理することは可能である。 25 

ところが，被告は，本件豪雨当時，本件電動ゲートを常に全閉として強制
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排水を実施するという誤った運用方法を根拠なく行っていた。 

   イ 本件溢水によって本件排水機場流域に流入した濁水は，本件旅館前の道路

に達した後，本件旅館に直接流入するのではなく，上記道路に沿って標高の

低いＨ橋方面（西方向）に流下するとともに，側溝等を通じて本件集水桝に

流入したが，本件豪雨当時，本件電動ゲートが全閉とされていたため，本件5 

集水桝に流入した濁水の自然排水ができない状態となっていた。しかも，濁

水に含まれていた土砂や枝葉等により本件排水機場スクリーンの大部分が

閉塞したため，本件集水桝の雨水が本件貯水槽に十分には流れ込まず，強制

排水も機能しなかった。 

そのため，本件排水機場流域内に流入した濁水は，排水されることなく地10 

表に滞留することとなり，本件旅館周辺が冠水して本件浸水が発生したが，

その後，被告の災害対策本部が派遣した調査班（以下「本件調査班」という。）

が本件排水機場に到着し，本件電動ゲートを開放して自然排水に切り替えた

ところ，冠水は速やかに解消した。なお，被告は本件呑込口の閉塞を除去す

ることで冠水が解消した旨を主張するが，本件呑込口が閉塞していた事実は15 

なく，その閉塞を除去することで冠水が解消したものではない。 

そうすると，本件豪雨時に本件電動ゲートを全開にしていれば，本件旅館

周辺が冠水して本件浸水が発生することもなかったといえ，本件浸水は，本

件電動ゲートを全閉とする被告の誤った運用方法によって発生したものと

いえる。 20 

ウ 以上によれば，被告が本件豪雨当時に行っていた出水期に本件電動ゲート

を全閉とする本件排水機場の運用方法は，排水機場の管理として通常有すべ

き安全性を欠くものであり，この管理の瑕疵によって本件浸水が発生したと

いえる。 

  （被告の主張） 25 

   ア 本件排水機場は，宇治川の水位が本件放流口まで上昇すると自然排水が困
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難になるが，平成２０年以降，局地的豪雨が顕著に発生するようになり，宇

治川の急な水位上昇や，水位上昇の目安となる天ヶ瀬ダムからの毎秒４００

㎥を超える放流が急に行われることが想定されるようになった。 

他方，本件排水機場における強制排水は，自動運転が可能であり，かつ，

１０年に１回程度起こる大雨に対して十分な排水能力を有していた。 5 

そこで，本件排水機場においては，毎年６月１６日から１０月１５日まで

の出水期に本件電動ゲートを常に全閉として強制排水に切り替える運用と

することが，夜間や休日等で緊急対応が困難な場合であっても宇治川の急な

増水に対応できる最善の方法であると判断されたのであり，このような本件

排水機場の運用方法は適切なものであった。 10 

イ 本件溢水により本件排水機場流域内に流入した濁水は，本件旅館周辺の道

路に設置されている既存の側溝や集水桝の排水能力を大幅に超える水量で

あった上，その濁水には多量の土砂や枝葉等が含まれていたため，上記の側

溝や集水桝のグレーチング（格子状の蓋）が直ちに閉塞し，これらの排水設

備から暗渠管に雨水が流入しにくい状況となった。 15 

そのため，本件排水機場流域に流入した濁水は，本件排水機場に流れ込ま

ずに，本件暗渠入口部周辺から本件旅館にかけての地形に沿って地表面を排

水されることなく流下し，本件旅館を直撃したものと考えられ，本件排水機

場の運用方法と本件浸水の発生は無関係である。なお，本件暗渠入口部周辺

と本件旅館の位置関係及び地形に照らせば，Ｈ橋方面の標高が本件旅館より20 

低いからといって，上記濁水が本件旅館を避けるようにしてＨ橋方面に流下

するとは考えにくい。また，本件排水機場や本件旅館周辺の冠水が，本件呑

込口の閉塞が除去されて本件集水桝に地表面の雨水が流入するようになっ

たことで解消したことからすると，本件排水機場流域全体に冠水が広がった

主な原因は，本件溢水に伴って本件排水機場流域に流入してきた流下物が本25 

件呑込口等の排水設備を閉塞したことによるものと考えられるのであり，本
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件電動ゲートが全閉となっていたことと本件浸水の発生とは無関係である。 

   ウ 以上によれば，出水期に本件電動ゲートを全閉とする本件排水機場の運用

方法が通常有すべき安全性を欠いていたとはいえないし，上記運用方法によ

って本件浸水が発生したともいえない。 

 争点③（本件浸水の回避可能性の不存在ないし不可抗力）について 5 

（被告の主張） 

本件豪雨は，総雨量が３１１．０ｍｍ，最大時間雨量が７８．５ｍｍに達す

る記録的な豪雨であり，宇治市内の東宇治地域の複数の中小河川で氾濫や溢水

が同時多発的に発生し，多くの地域が浸水被害を被った自然災害であった。そ

して，本件河川流域においても，土砂崩れや多量の土砂や流木等を含んだ激し10 

い洪水が発生し，本件河川に土砂や流木等が大量に流れ込んだのであり，本件

スクリーンの閉塞は，本件河川において発生した土砂災害により予想できない

量の土砂や流木等が流出し，これが堆積したことによって発生したものである。

実際に，本件スクリーンに堆積した流木や枝葉等の長さや大きさと本件暗渠入

口部の大きさを比較すると，本件暗渠入口部には，本件暗渠そのものを閉塞さ15 

せるに十分な流木や枝葉等が流入していたものといえる。 

また，スクリーンに流木等が数本でも堆積すると，後続の流木や枝葉等が絡

み合い，スクリーンの目幅にかかわらず溢水が生じることとなる。実際に，本

件豪雨では，宇治市内の複数の中小河川において，上流の山林から流出した流

木等が橋脚に引っ掛かって集積し，橋脚の上流で水位が上昇したことを主な原20 

因として氾濫や溢水が同時多発的に発生したのであり，本件溢水も橋梁で発生

した氾濫や溢水と同様の現象によって発生したものと考えられるが，橋梁には

スクリーンなど設置されていないのであるから，スクリーンの目幅は溢水の発

生に影響するものではない。 

以上によれば，本件スクリーンが目幅２０ｃｍの縦縞スクリーンであったと25 

しても，本件溢水及び本件浸水の発生を回避することはできなかったといえる。 
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（原告らの主張） 

本件スクリーンは，大きな流木等によって閉塞したのではなく，主に土砂や

細かい枝葉によって閉塞したのであるから，本件スクリーンが目幅２０ｃｍの

縦縞スクリーンであれば，本件暗渠自体を閉塞させるような大きな流下物が本

件暗渠内に進入することを防ぎつつ，細かい土砂や枝葉等を捕捉することで本5 

件スクリーン自体が閉塞することを回避することができ，本件溢水の発生を回

避することができたものと考えられる。 

なお，被告は，流木等が数本でも堆積すると，後続の流木や枝葉等が絡み合

ってスクリーンが閉塞する旨を主張するが，そもそもスクリーンは暗渠を閉塞

させるおそれがある流下物を捕捉して暗渠内に流入しないようにするために10 

設置されるものであり，スクリーンが一定の流下物を捕捉することは当然に予

定されているのであって，流木等が数本でも堆積すると閉塞に至るとの経験則

があるとは考えにくい。実際に，目幅２０ｃｍの縦縞スクリーンである本件追

加スクリーンでは，その縦縞スクリーンが枝葉等の流下物を捕捉した状態で水

流が保たれている状況が確認されている。 15 

したがって，本件スクリーンが目幅２０ｃｍの縦縞スクリーンであれば，本

件溢水及び本件浸水の発生を回避することができたといえる。 

 争点④（損害の有無及び額）について 

 （原告らの主張） 

  ア 原告会社の損害 20 

 修繕費等  ６７８０万４４７９円 

   ａ 庭園修繕等  １０１万６４００円 

   ｂ 消火設備等の修復  ４０万２１５０円 

   ｃ 内装等のデザイン料  ３１５万円 

   ｄ 濾過機周りの改修  １６７万３７００円 25 

   ｅ 油水処分等  ６６万０９７５円 
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   ｆ 畳の取替え  ７５万４２１５円 

   ｇ 浄化槽清掃等  ２６万４２００円 

   ｈ ＬＡＮ工事一式  １３万４０００円 

ｉ エントランス改装工事  ３２０２万５０００円 

ｊ １階廊下改装工事  １５７万５０００円 5 

ｋ １階喫煙コーナー追加工事  １００万円 

ｌ １階及び地階修理  １００万円 

ｍ 地階改修工事  １５０万円 

ｎ エントランス周り電気工事  １０８万２９４９円 

ｏ １０１号室及び１０２号室改修工事  ４９３万５９８０円 10 

   ｐ １０５号室入口周り改修工事  １７８万５０００円 

   ｑ １０５号室改修工事  ８２３万４８１０円 

   ｒ 地階休憩室改修工事  ５７１万０１００円 

   ｓ 温蔵庫のリース契約  ９０万円 

   ｔ 合計  ６７８０万４４７９円 15 

    休業損害及び逸失利益  ７６２７万１４４１円 

原告会社の本件浸水前５年間の月ごとの売上総利益の平均額は，別表１

の「本件水害前平均」の欄に記載のとおりであった。 

ところが，本件旅館は，本件浸水の日である平成２４年８月１４日から

同年１２月３０日にリニューアルオープンするまで，例外的な臨時の開業20 

を除いて休業を余儀なくされるとともに，上記リニューアルオープンの後

も，少なくとも平成２６年８月に至るまで，本件浸水の影響で売上の減少

が継続した。 

したがって，原告会社は，休業損害及び逸失利益として，別表２の「損

害」の欄に記載の本件浸水前５年間の月ごとの売上総利益の平均額と平成25 

２４年８月から平成２６年８月までの月ごとの売上総利益との差額に相
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当する損害を被ったのであり，その合計額は７６２７万１４４１円となる。 

 本件保険金による填補 

     原告会社は，平成２４年１０月９日，本件保険金として，２０１８万２

６２５円の支払を受けたが，本件保険金を本件浸水の日から本件保険金の

支払日までの遅延損害金から填補されたものとすると，その残額は，以下5 

の計算式のとおり１億２４９９万８５３４円となる（円未満は切捨て。以

下同じ。）。 

なお，以下の計算式では，本件保険金の支払日までを５６日間として遅

延損害金を算定し，本件保険金の全額を原告会社の全損害額から控除して

いるが，原告らは，遅延損害金の起算日は本件浸水の日である平成２４年10 

８月１４日であると主張するものである（そうすると，本件保険金の支払

日までの期間は５７日間となる。）。また，原告らは，以下の計算式にかか

わらず，本件保険金の支払による保険代位の対象は，原告会社が被告に対

して有する損害賠償請求権のうち修繕費等に係るものに限られ，このうち

残存物取片づけ費用及び修理付帯費用については，それに相当する損害に15 

係る請求権のみが保険代位の対象となり，臨時費用保険金については，保

険代位の効果が生じないので原告会社の損害額から控除することはでき

ない旨を主張するものである。 

   （計算式） 

   ａ 遅延損害金の算定 20 

     １億４４０７万５９２０円×０．０５×５６日／３６５日 

＝１１０万５２３９円 

   ｂ 保険金充当後の残額 

     １億４４０７万５９２０円＋１１０万５２３９円 

－２０１８万２６２５円＝１億２４９９万８５３４円 25 

   イ 原告Ｄらの損害  各２００万円 
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原告Ｄらは，本件浸水により，原告会社の代表取締役及び取締役として

様々な対応に追われるとともに，生命の危機に直面して恐怖を感じた。さら

に，本件浸水によって，本件旅館は長期間の休業を余儀なくされ，存続が危

ぶまれる経営危機に陥ったのであり，原告Ｄらは，生活上の不安にも悩まさ

れることとなった。 5 

したがって，本件浸水によって原告Ｄらが被った精神的苦痛は甚大であり，

その慰謝料の額は各２００万円を下回らない。 

  （被告の主張） 

  ア 原告会社の損害 

     修繕費等 10 

修繕費等に関する主張は，いずれも不知であるが，以下の点には特に留

意すべきである。 

ａ エントランス改装工事（前記原告らの主張 ），１階廊下改装工

事（同ｊ），１階喫煙コーナー追加工事（同ｋ），１０５号室入口周り改

修工事（同ｐ）及び１０５号室改修工事（同ｑ）には，天井部分の修繕15 

等に関する費用が含まれているが，本件浸水は床上浸水であり，これに

よって天井部分が汚損することはないのであるから，天井部分の修繕等

に関する費用は本件浸水と無関係である。 

ｂ 修繕費等の損害は，本件浸水による損傷ないし汚損等からの復旧に必

要な範囲で認められるべきものであるところ，本件旅館は，建築後４７20 

年が経過しており，法定の耐用年数は既に経過し，残存価値は相当程度

低下していたと考えられるから，修繕等によって新しくなった部分につ

いては，損害額の算定において考慮すべきである。 

また，本件浸水による損傷ないし汚損等からの復旧のため新たに内装

のデザインを行う必要はないから，内装等のデザイン料（同ｃ）は，本25 

件浸水とは無関係である。 
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ｃ 本件旅館の１０５号室が本件浸水によって被害を受けたか否かは明

らかではないから，１０５号室入口周り改修工事（同ｐ）及び１０５号

室改修工事（同ｑ）の費用を本件浸水によって生じた損害ということは

できない。 

  また，浄化槽清掃等（同ｇ）は，浄化槽の維持管理契約に基づいて支5 

出されたものにすぎないし，温蔵庫のリース契約（同ｓ）は，温蔵庫の

新品を購入・設置した費用と解されるが，原告会社では温蔵庫について

リース契約を締結していたのであり，本件浸水時において温蔵庫は原告

会社の資産ではなかったのであるから，これらの費用を本件浸水によっ

て生じた損害ということはできない。 10 

ｄ 原告らが主張する修繕費等には消費税が含まれているが，原告会社は

課税事業者であるから，修理業者等に支払った消費税は差引控除される

ことになる。 

そうすると，原告会社は，修繕費等に対する消費税に相当する金額を

実質的には負担していないものと考えられるのであるから，修繕費等に15 

対する消費税相当額の損害は発生していない。 

     休業損害及び逸失利益 

     ａ 本件浸水によって本件旅館に生じた被害は，主に１階の一部の客室へ

の床上浸水であるから，これによって一部の客室の使用が制約されたと

しても，本件旅館全体を休業する必要はない。また，平成２４年８月か20 

ら同年１１月までの本件旅館の売上は，直近５年の平均と比較して減少

しているが，原告会社は，同年１０月以降は本件旅館に宿泊客を受け入

れているし，同年１２月には，おせち料理の売上により直近５年の平均

と遜色ない売上を確保している。 

       したがって，本件浸水によって原告会社に休業損害が発生したとして25 

も，その休業期間は，平成２４年８月から同年１１月までに限られる。 
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     ｂ 本件旅館のリニューアルオープン後の売上の減少は，本件浸水との相

当因果関係を欠くものであるから，上記リニューアルオープン後につき，

原告会社に逸失利益が発生したとはいえない。 

     本件保険金による填補 

      原告会社に生じた修繕費等の損害については，本件保険金のうち臨時費5 

用保険金１００万円を除く１９１８万２６２５円により填補されている。 

   イ 原告Ｄらの損害 

     本件浸水によって生じた損害は，原告会社に生じた財産的損害を主たる内

容とするものであり，原告Ｄらに独自の慰謝料が発生することはない。 

第３ 当裁判所の判断 10 

 １ 認定事実 

   前提事実，後掲の証拠及び弁論の全趣旨によれば，以下の事実が認められる。 

  本件河川及びその周辺の状況 

ア 本件河川流域は，宇治川の左岸（南側）の１５．５１ｈａの地域であり，

その大部分を山間部が占めている。また，本件河川流域は，別紙２のとおり，15 

宇治川との間に本件排水機場流域があって宇治川に直接面してはいないが，

本件河川流域内の雨水は，本件河川を通じて，本件排水機場を経由すること

なく直接宇治川に排水される構造となっている。 

（乙２，４，６，７３，証人Ｇ〔６～８頁〕，証人Ｌ〔２，３頁〕） 

イ 本件河川は，本件河川流域の山間部を上流としており，山間部を抜けてか20 

ら本件暗渠入口部に至るまでの区間についてはコンクリートないし石垣に

よる護岸工事がされていたが，治山えん堤１の上流側はもとより，その下流

側においても，山間部を抜けるまでの区間は護岸工事がされていなかった

（乙１，２，１１〔写真Ａ～Ｄ〕，１２〔写真㉙～㉜〕）。 

   本件豪雨以前の降雨被害の状況 25 

ア 宇治市内では，本件豪雨以前から降雨による浸水被害が発生しており，昭
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和６１年７月２１日から同月２２日にかけて，総雨量が３２１．０ｍｍ，最

大時間雨量が６４．００ｍｍの降雨を記録し，３５戸の床上浸水と６０４戸

の床下浸水が発生した。なお，この降雨の実績が本件排水機場を整備するに

当たっての計画降雨とされた。 

また，平成２０年以降も，たびたび降雨による家屋の浸水被害が発生して5 

おり，同年６月２０日には，総雨量が１３０．５ｍｍ，最大時間雨量が５２．

５ｍｍの降雨により８戸の床上浸水と１８９戸の床下浸水が発生し，平成２

１年６月１６日には，総雨量が８７．５ｍｍ，最大時間雨量が７７ｍｍの降

雨により２７戸の床上浸水と２５６戸の床下浸水が発生し，平成２３年７月

２８日には，総雨量が１１８．５ｍｍ，最大時間雨量が９４ｍｍの降雨によ10 

り７戸の床上浸水と４１戸の床下浸水が発生した。 

（乙２７，３２，４３，７１） 

   イ 本件スクリーンは，平成５年頃に設置されたものであるが，本件溢水が発

生するまで，本件スクリーンの閉塞や本件暗渠入口部からの溢水が発生した

ことはなかった（乙７３，証人Ｇ〔３４頁〕）。 15 

   本件浸水時の状況 

ア 本件豪雨は，平成２４年８月１３日から始まっていたが，同月１４日の未

明から降雨が激しさを増し，同日午前３時から最大時間雨量を記録する激し

い降雨となった。 

この頃，本件暗渠入口部において本件溢水が発生し，これによって本件排20 

水機場流域内に流入した濁水は，地形に沿って本件旅館及び本件排水機場付

近に流入し，同日午前４時頃から本件浸水が始まった。 

その後，同日午前５時頃にかけて本件旅館の地下にも濁水が流入し，本件

旅館の１階及び地階が床上浸水した。 

（ 甲１～３，１１～１３，１２２，１４２，乙７，１３〔４25 

８頁〕，原告Ｂ本人〔２，３頁〕） 
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イ 被告は，平成２４年８月１４日午前５時３０分頃，被告の職員から，本件

旅館周辺の道路が冠水しており，本件排水機場のポンプを動かしてほしいと

の要請がされたことを受け，被告の別の職員を本件調査班として本件排水機

場付近に派遣した。 

本件調査班として派遣されたＭは，同日午前６時２０分頃，本件排水機及5 

び本件旅館周辺が濁水により冠水している状況を確認するとともに，本件排

水機場の状態を確認したところ，本件排水機場のポンプのうち１号機及び２

号機は作動していたが，３号機は，本件貯水槽の水位が起動に必要な水位に

達していないため作動しておらず，手動で起動しても空回りして排水しない

状態であった。また，本件排水機場スクリーンには土砂や枝葉等が詰まり，10 

大部分が閉塞した状態となっていた。  

そこで，Ｍは，同日午前６時３５分頃，宇治川の水位が高くなかったこと

から，本件排水機場の電動ゲートを全開とし，自然排水に切り替えたが，な

おも冠水が解消されなかったため，バールを使用して手探りで本件呑込口の

状況を確認したところ，本件呑込口に異物が詰まっている感触が得られ，そ15 

の詰まりが除去された感触が得られると同時に，地表面に貯留していた濁水

が本件集水桝に流入し，同日午前６時４５分頃には本件排水機場周辺の冠水

が解消された。 

（乙１１〔写真①，②，④，⑤，⑩〕，１９〔写真１～１０，１８〕，７２，

証人Ｍ〔２～８，２７頁〕） 20 

ウ なお，本件調査班は，本件排水機場周辺の冠水が解消した後も，本件旅館

より西側の冠水が解消しなかったことから，道路側溝等のグレーチングの閉

塞の有無を確認しながらＨ橋方面（西方向）に移動したところ，Ｈ橋付近の

道路集水桝のグレーチングが枝葉等の異物により閉塞している状況を確認

し，当該グレーチングを外した。その結果，本件旅館の西側においても冠水25 

が解消し始め，平成２４年８月１４日午前７時３０分頃，本件排水機場流域
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の冠水が完全に解消した。 

（乙１９〔写真１１～１７〕，７２，証人Ｍ〔８～１１頁〕） 

   本件豪雨後の状況 

   ア 本件河川の水位は，平成２４年８月１４日午前１０時頃には本件スクリー

ンの下部まで低下し，本件スクリーンの下部から濁水が本件暗渠内に流入し5 

ていたが，本件格子状構造の部分は，その上端に至るまで泥状の土砂や枝葉

等が堆積し，目詰まりを起こすようにして閉塞していた。 

また，本件スクリーンの上流側には，葉の茂った枝や丸太状の流木等を中

心とする流下物が残留しており，その更に上流では，治山えん堤１より下流

の護岸工事が行われていない区間において，左岸の山腹が崩壊し，土砂や樹10 

木が本件河川内に崩落している状況が確認された。 

さらに，被告の職員が同月１８日に治山えん堤１周辺を確認したところ，

治山えん堤１の下流側では左岸の山腹の崩壊により樹木や枝葉が散乱し，治

山えん堤１の上流側では濁水と流木ないし枝葉等が貯留している状況が確

認された。 15 

（甲２７〔資料②，③〕，乙１１〔写真③，⑧，⑨〕，３９〔写真①～⑦〕，７

４） 

   イ 本件暗渠入口部には，本件豪雨後，流木や枝葉等の流下物が残留していた

が，これらの流下物は，平成２４年８月１５日ないし同月１６日頃，四，五

人の作業員が，一，二時間程度の作業を行うことによって取り除かれ，２ト20 

ントラックの荷台に積載されて撤去された（原告Ｂ本人〔２６，２７頁〕）。 

   ウ 本件暗渠については，平成２４年９月下旬頃，二日間にわたって内部の清

掃作業が実施された。その際，本件暗渠内に複数設置されていた直径２ｍ程

度の大型の桝（土砂だまり）に土砂が貯留して満杯になっていたため，その

桝の清掃作業が行われたが，本件暗渠の水流を阻害するような異物の存在は25 

確認されなかった。 
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（甲１３４，原告Ｂ本人〔２２，２３，２７～２９頁〕） 

   本件豪雨以降に発生した主な豪雨の状況 

   ア 宇治市においては，平成２５年９月１５日から１６日にかけて，台風１８

号に伴う豪雨が発生し，宇治市内に設置された雨量計において，同月１５日

午前１時１０分から同月１６日午前８時４０分までの総雨量が２８１．０ｍ5 

ｍ，最大時間雨量が同日午前３時５０分から同日午前４時５０分までの３３．

５ｍｍを記録した（以下，この豪雨を「平成２５年豪雨」という。）。なお，

平成２５年豪雨時には，天ヶ瀬ダムから計画最大放流量を超える放流が行わ

れ，宇治川が計画高水位を超える水位にまで上昇し，宇治市内の各地で浸水

被害が発生した。 10 

     また，平成３０年７月４日から発生した集中豪雨（いわゆる西日本豪雨）

では，宇治市役所近傍に設置された雨量計において，同日午後１１時５０分

から同月８日午前４時００分までの総雨量が２７９．５ｍｍ，最大時間雨量

が同月５日午後１０時２０分から同日午後１１時２０分までの３３．０ｍｍ

を記録した（以下，この豪雨を「平成３０年豪雨」という。）。 15 

（乙３２，６２の１，７８） 

イ 平成２５年豪雨及び平成３０年豪雨の際には，本件追加スクリーンに濁水

が押し寄せ，枝葉等が本件追加スクリーンに捕捉されることにより，その上

流側の水位が下流側よりも上昇する状況となったが，枝葉等を捕捉した縦縞

スクリーンの隙間から濁水が流下することにより，本件追加スクリーンの閉20 

塞やそこからの溢水は生じなかった（乙６２〔写真②〕，７５，７９〔２－１

７頁〕，８４）。 

 ２ 事実認定の補足説明 

   原告らは，前記１ ，本件呑込口を閉塞していた異物が除去されたこ

とで本件排水機場周辺の冠水が解消された旨の事実につき，本件呑込口が閉塞し25 

ていた事実はなく，その閉塞を除去することで冠水が解消したものではないと主
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張する。 

そこで検討すると，本件調査班として本件排水機場に派遣され，実際に冠水の

原因を調査したＭは，自身の体験として，本件呑込口の閉塞を除去することで冠

水が解消した旨の陳述（乙７２）ないし証言（証人Ｍ〔６～８頁〕）をするところ，

証拠（乙１１，１９）によれば，本件旅館及び本件排水機場周辺は，平成２４年5 

８月１４日午前６時２２分ないし２４分時点で広く冠水して濁水が貯留してい

たこと（乙１１〔写真④〕，１９〔写真２，６，７〕），同日午前６時４０分頃には

濁水が本件呑込口に勢いよく流入し，その５分後には冠水が解消したこと（乙１

１〔写真⑤〕，１９〔写真８～１０〕）が認められるのであり，これらの冠水の解

消に至る経過は，Ｍの体験に基づく上記陳述ないし証言と整合するものといえる。10 

他方で，Ｍの上記陳述ないし証言の信用性に疑問を生じさせるような具体的事情

を認めるに足りる証拠はない。 

   したがって，本件溢水に伴う冠水が発生した当時，本件呑込口は本件溢水によ

って流下してきた異物によって閉塞していたものと認めるのが相当であり，冠水

の解消に至る経緯については，前記 のとおりと認めるのが相当である。 15 

３ 争点①（本件スクリーンの瑕疵）について 

   本件溢水の発生原因（本件スクリーン閉塞の原因） 

 本件河川は，山間部を抜けるまでの区間については護岸工事がされていなか

ったところ（ ），本件豪雨の直後に，治山えん堤１より下流の左岸

で山腹の崩壊が発生し，土砂と樹木が本件河川に崩落するとともに，樹木や枝20 

葉が散乱している状況が確認されたのであるから（ ），本件暗渠入

口部には，本件豪雨の際，上記の山腹崩壊に伴って流出した土砂，枝葉，流木

等が流入したものと認められる。 

また，証拠（甲１０７〔４～８頁〕）によれば，平成２９年５月時点におい

て，治山えん堤２及び治山えん堤３の周辺の本件河川の河岸に連なる山腹に土25 

砂が崩落した痕跡が複数個所にわたって確認されたこと，治山えん堤１の上流
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側に貯留していた土砂の高さは，えん堤中央の低くなっている部分（以下「放

水路」という。）の上端まで約１．９ｍの余裕が確認されたことが認められ，

かつ，本件豪雨後に治山えん堤１の上流側に貯留した土砂を除去する工事が行

われたとは証拠上認められないことからすると，仮に，本件豪雨時に，本件河

川の治山えん堤１よりも上流の河岸で土砂崩れが発生していたとしても，治山5 

えん堤１により，下流への土砂の流出は相当程度抑制されたものと考えるのが

自然である。 

もっとも，本件豪雨から４日が経過した平成２４年８月１８日時点でも治山

えん堤１の上流側では濁水が貯留している状況が確認されていること（前記１

）や， 証拠（乙６２の３〔写真①〕）によれば，平成２５年豪雨時には治10 

山えん堤１の放水路から濁水が越流していたことが認められることからする

と，平成２５年豪雨よりも総雨量及び最大時間雨量が多い本件豪雨時において

も，治山えん堤１より上流の河岸等から流出した流木，土砂や枝葉等を含む濁

流が，治山えん堤１の放流路を越流して流下していたものと考えるのが自然で

ある。 15 

以上によれば，本件溢水は，治山えん堤１の下流で発生した左岸の山腹崩壊

によって流出した土砂，枝葉，流木等の流下物とともに治山えん堤１を越流し

てきた濁流が本件暗渠入口部に流入し，本件スクリーンの本件格子状構造が土

砂や枝葉等の流下物を捕捉して閉塞したことにより発生したものと認められ

る。 20 

   本件スクリーンの構造上の危険性 

    

危険性について検討すると，本件格子状構造は，その外形上，縦縞スクリーン

と比較すると，より小さい枝葉や泥等を捕獲する構造であり，これらがスクリ

ーンを閉塞することにより，更に細かい土砂や枝葉等を容易に捕捉し得ること25 

が明らかというべきであり，集中豪雨時に本件暗渠入口部にまで土砂や枝葉等
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の異物を含んだ濁流が流下してくると，本件スクリーンの本件格子状構造をし

た部分が土砂や枝葉等を捕捉し，さらに，そこに流下物が堆積するなどして目

詰まりを起こすようにして閉塞するおそれがあることは，想像に難くないもの

といえる。 

    しかも，本件河川流域の雨水は，専ら本件河川を通じて宇治川に排水される5 

ことが想定されており ，本件暗渠入口部には本件河川流域の雨水

が集中することになるのであるから，集中豪雨等の際に本件スクリーンが閉塞

して本件暗渠入口部の水流が阻害されれば，本件暗渠入口部に集中した本件河

川流域の雨水が行き場を失うことになる。 

そうすると，本件スクリーンは，その構造上，土砂や枝葉等を含む濁流が本10 

件暗渠入口部に流入してきた際に閉塞する危険性があり，かつ，この危険性は，

これが一たび現実化すれば，行き場を失った雨水が溢水して周辺地域に浸水等

の被害を引き起こすなど，重大な結果を生じさせ得るものであったといえる。 

 なお，本件豪雨直後である平成２４年８月１４日午前１０時頃の時点で，本

件格子状構造をした部分は目詰まりを起こすようにして閉塞していたが，本件15 

スクリーン下部から本件暗渠内に濁水が流入していたのであるから（

ア），本件豪雨の際も本件スクリーン下部は完全には閉塞していなかったもの

と認められ，これは，被告が主張するように本件スクリーン下部に存在した一

定の隙間（乙１２〔写真㉜〕）によるものとも考えられる。しかし，そもそも，

本件スクリーン下部からどのように濁水が流下していたかは証拠上明らかで20 

はなく，仮に，本件スクリーン下部の隙間が閉塞せずに，そこから濁水が流下

していたとしても，集中豪雨等により本件河川の水位が上昇した際に本件スク

リーンの本件格子状構造をした部分が目詰まりを起こすようにして閉塞すれ

ば，本件暗渠入口部の水流が大幅に阻害されることになるのであり，これによ

って溢水や周辺地域の浸水等が発生する危険性が高まることは明らかという25 

べきであるから，本件スクリーン下部に隙間が設けられており，本件豪雨時に
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も当該隙間自体は閉塞しなかったとしても，このような隙間の存在によって本

件スクリーンの構造上の危険性が軽減されていたと評価することはできない。 

  危険発生の予見可能性 

 宇治市においては，昭和６１年７月に本件排水機場の設計上の計画雨水量と

された豪雨が発生し，平成２０年以降も，本件豪雨が発生するまでに複数回に5 

わたって家屋の浸水被害を伴う豪雨が発生しており，最大時間雨量が本件豪雨

を超えるような集中豪雨も発生していたのであるから（前記１ ，被告は，

本件豪雨の発生前においても，本件河川流域において土砂災害を引き起こすよ

うな集中豪雨が発生することを容易に想定できたといえる。 

また，本件河川には，別紙１のとおり，本件各治山えん堤が設けられており，10 

治山えん堤１が本件豪雨時に下流への土砂等の流出を相当程度抑制したと考

。もっとも，そもそも治

山えん堤は，山地の荒廃を未然に防止し災害の防止と軽減を図る目的で設置さ

れるものであり（前記前提事実⑶ア），土砂災害の完全な防止を図るための設

備とまではいえないのであるから，本件各治山えん堤が設置されていることを15 

もって，集中豪雨時に発生し得る土砂災害を防止できるものと期待することは

できないというべきである。しかも，本件河川は，その流域の大部分が山間部

を占めている上，山間部では，治山えん堤１より下流も護岸工事がされていな

い区間があるのであるから

が本件暗渠入口部に直接流入する可能性があることも十分に考えられるとこ20 

ろである。したがって，被告は，本件河川流域において土砂災害を引き起こす

ような集中豪雨が発生すれば，治山えん堤１より下流も含めた山間部の河岸で

土砂崩れが発生し，これによって流出した土砂，枝葉，流木等を含んだ濁流が

本件暗渠入口部に流入し得ることを十分に想定できたといえる。 

  以上に加え，本件スクリーンの構造及び本件河川流域の排水経路といった客25 

観的・外形的な事情からして，本件スクリーンには土砂や枝葉等を捕捉するこ
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とによる閉塞の危険性があり，かつ，これが現実化した場合には周辺地域の浸

水等の重大な結果が生じ得る であるこ

とも併せ考慮すれば，本件豪雨以前には本件スクリーンの閉塞や本件暗渠入口

部からの溢水が発生したことはなかったとしても 土砂災害を

発生させるような集中豪雨が発生することで，本件暗渠入口部に土砂や枝葉等5 

が流入することにより本件格子状構造をした本件スクリーンが閉塞し，本件暗

渠入口部において溢水が発生して周辺地域に浸水等の被害が生じるおそれが

あることは，本件河川及び本件スクリーンを管理する被告において，十分に予

見可能であったというのが相当である。 

   講ずべき対策とその容易性 10 

 さらに，本件スクリーンに対して講ずべきであった対策について検討すると，

原告らは，目幅２０ｃｍの縦縞スクリーンに改修すべきであった旨を主張する

ところ，目幅２０ｃｍの縦縞スクリーンの方が本件格子状構造よりも土砂や枝

葉等を捕捉しにくいことは明らかであり，スクリーンの閉塞に起因する本件暗

渠入口部からの溢水が生じにくくなることも明らかというべきである。そして，15 

本件豪雨時に本件スクリーンが目幅２０ｃｍの縦縞スクリーンに改修されて

いれば，本件溢水及び本件浸水の発生を回避することができた可能性が相応に

あったといえることは，後記争点③において説示するとおりである。 

他方で，本件豪雨後に設置された本件追加スクリーンは目幅２０ｃｍである

ところ（前記前提事実⑺），本件追加スクリーンによっても，枝葉等が補足され20 

ていること（前記１⑸イ）からすると，本件スクリーンとして目幅２０ｃｍの

縦縞スクリーンを設置することによっても，本件暗渠に堆積すると取り除くこ

とが困難となる流木等の異物が流入することを防ぐという本件スクリーンの

目的（前記前提事実⑶イ）は十分に達成することができるものといえ，本件ス

クリーンに本件格子状構造を採用すべき必要性はおよそ認め難い。なお，被告25 

は，原告らが主張する目幅２０ｃｍの縦縞スクリーンでは，子供等の進入の危
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険があり，安全性が確保されない旨を主張するが，子供等の進入を防止するに

は，本件暗渠入口部の周囲に進入防止のための柵や進入禁止を警告する看板を

設置するなどの対策を講じれば足りるのであるから，子供等の進入の危険があ

ることをもって，本件スクリーンに本件格子状構造を採用することの合理性を

基礎付けることはできないし，本件スクリーンを目幅２０ｃｍの縦縞スクリー5 

ンに改修することが不合理であるということもできない。 

     また，被告は，実際に，本件豪雨後の平成２５年７月に，本件スクリーンを

目幅１０ｃｍの縦縞スクリーンに改修するとともに，その上流に目幅２０ｃｍ

の縦縞スクリーンである本件追加スクリーンを設置しているのであるから（前

提事実 ），本件豪雨前においても，本件スクリーンを目幅２０ｃｍの縦縞ス10 

クリーンに改修するとの対策を講じることは，十分に実現可能であったという

べきであるし，他にこのような対策を講じることが困難であったことを認める

に足りる証拠はない。 

   小括 

以上の事情を総合すると，本件スクリーンについては，本件暗渠入口部に土15 

砂や枝葉等が流入することにより本件スクリーンが閉塞する危険を回避すべ

く，本件スクリーンを目幅２０ｃｍの縦縞スクリーンに改修するなどの対策を

講じることが法的に期待されていたものというのが相当であり，本件格子状構

造をした本件スクリーンは，本件暗渠入口部に設置すべきスクリーンとして通

常有すべき安全性を欠いていたというべきである。したがって，本件スクリー20 

ンには，設置又は管理の瑕疵があったものと認めるのが相当である（以下，こ

の瑕疵を「本件瑕疵」という。）。 

そうすると，本件豪雨時に発生した本件スクリーンの閉塞は，本件瑕疵の危

険性が現実化したものといえる。そして，本件スクリーンの閉塞によって本件

溢水が発生したことは当事者間に争いがないところ，本件呑込口の閉塞が除去25 

されることで本件排水機場周辺の冠水が解消され，その後，周辺の道路に設置
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されているグレーチングを閉塞していた異物等を除去することで本件排水機

場流域全体の冠水が解消したという一連の経過（前記 ，ウ）からすれば，

本件浸水は，本件溢水によって本件排水機場流域に濁水が流入するとともに，

上記濁水に含まれていた流下物によって本件呑込口等の本件排水機場流域に

設置されていた排水設備が閉塞し，本件集水桝への水流が阻害されるなどして，5 

本件排水機場における排水ができない状態に陥ったことにより発生したもの

と認めるのが相当であるから，本件溢水が発生した以上は，本件排水機場の運

用方法にかかわらず，本件浸水の発生は避けられなかったものといえる。 

したがって，本件浸水は本件瑕疵によって発生したものといえ，被告は，回

避可能性の不存在ないし不可抗力を理由として免責されない限り，争点②（本10 

件排水機場の運用方法に関する管理の瑕疵）について判断するまでもなく，本

件浸水によって生じた損害について賠償する義務を負うものと認められる。 

 ４ 争点③（本件浸水の回避可能性の不存在ないし不可抗力）について 

 被告は，本件スクリーンが原告らの主張するような目幅２０ｃｍの縦縞スク

リーンであったとしても，本件浸水の発生を回避することはできなかった旨を15 

主張するので検討すると，本件溢水は，本件スクリーンが土砂や枝葉等の流下

物を捕捉して閉塞したことにより発生したものであるが 証拠（甲

２７〔資料②，③〕，乙１１〔写真③〕，７４）によれば，本件豪雨後に本件暗

渠入口部に残留していた流下物には比較的大きな丸太状の流木や葉の茂った

木の枝等が含まれていたものの，本件格子状構造には木の葉を含んだ泥状の堆20 

積物が隙間なく詰まっていたことが認められる。そうすると，本件スクリーン

の本件格子状構造の部分が木の葉を含んだ泥状の堆積物を流下させることな

く捕捉したことが，本件スクリーンを閉塞させ，本件溢水を発生させた主な要

因になったものと考えるのが自然である。 

他方， 平成２５年豪雨及び平成３25 

０年豪雨は，総雨量及び最大時間雨量がいずれも本件豪雨よりも少なかったこ
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とが認められるのであるから，本件豪雨の際とは状況を異にするものの，平成

２５年豪雨及び平成３０年豪雨の際には，本件追加スクリーンが枝葉等の流下

物を捕捉しつつも，目幅２０ｃｍの縦縞スクリーンの隙間から濁水が流下する

ことにより，スクリーンの閉塞や溢水には至っていないのであり（ ），

この状況は，目幅２０ｃｍの縦縞スクリーンであれば，枝葉等の流下物を捕捉5 

した状態でも，細かい土砂等がスクリーンの隙間から流下されていくことを裏

付けているものといえる。 

そうすると，仮に本件豪雨時に本件スクリーンが目幅２０ｃｍの縦縞スクリ

ーンに改修されていれば，本件スクリーンを閉塞させた木の葉を含んだ泥状の

堆積物の多くを流下できた可能性が相応にあったというべきである。 10 

そして，本件豪雨後に本件暗渠内の清掃作業が行われた際には，本件暗渠内

の土砂だまりに土砂が貯留していたことは確認されたが，本件暗渠の水流自体

を阻害するような異物の存在は確認されなかったのであり 本

件豪雨時に宇治川自体の水位は上昇していなかったこと も併せ

考慮すれば，本件スクリーンを閉塞させた木の葉を含んだ泥状の堆積物が本件15 

暗渠内に流下されていれば，本件河川の水流により宇治川まで排水されたもの

と考えるのが自然である。 

 また，被告は，本件暗渠入口部には，本件暗渠そのものを閉塞させるに十分

な流木や枝葉等が流入していた旨を主張するので検討すると，本件暗渠入口部

治山えん堤20 

１の下流で発生した左岸の山腹崩壊によって発生した流下物に加え，治山えん

堤１を越流してきた濁流が流入したものと考えられるが，治山えん堤１より上

流からの流下物については，治山えん堤１によって下流への流出が相当程度抑

制されたものと考えられる。 

これに加え，証拠（甲２７〔資料③〕，乙１２〔写真㉜〕，３９〔写真①，②，25 

⑦〕，６１〔写真①〕，７４）によれば，本件暗渠入口部は，本件河川の法面及
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び本件スクリーンの上部の地表面に，溢水しやすい部分を取り囲むようにして

高さ１ｍ程度の柵が設置されていたこと，上記柵の目幅は１０ｃｍ程度であっ

たこと，上記柵は，本件豪雨後も倒壊したり大きく破損したりはしていなかっ

たこと，本件暗渠入口部に残留したもののうち，折れた長い枝や流木は一部に

とどまり，大部分が小さな枝葉等であったことが認められるのであり，本件溢5 

水の際，比較的大きな流下物は上記柵により流出を阻まれ，本件溢水後も本件

暗渠入口部に残留したものと考えられるところ，このように比較的大きな流下

物が本件暗渠入口部に残留した状態でも，本件河川の水位が低下すれば，本件

スクリーン下部から本件暗渠内への水流が維持されており（前記１ ア），上

記の流下物を除去する際も，作業時間は一，二時間程度であり，その量も２ト10 

ントラック１台に収まる程度であった（前記 ）というのであり，このよ

うな本件豪雨後の状況も併せ考慮すれば，本件暗渠自体を閉塞させるような大

量の流下物が本件暗渠入口部にまで到達していたとは考えにくいというべき

である。 

したがって，本件暗渠そのものを閉塞させるに十分な流木や枝葉等が流入し15 

ていた旨の被告の主張は採用できない。 

   さらに，被告は，本件豪雨では，宇治市内の複数の中小河川において，流木

等が橋脚に引っ掛かって集積することにより氾濫や溢水が同時多発的に発生

したことを根拠に，スクリーンに流木等が堆積すれば，その目幅は溢水の発生

に影響するものではない旨を主張し，これに沿う証拠（乙５０）を提出する。 20 

しかし，河川の橋梁部のような比較的川幅が大きく水量の多い箇所では，橋

脚に流木等が引っ掛かることを契機として河川全体の流れが阻害され，溢水に

まで至ることがあり得るとしても，平成２５年豪雨及び平成３０年豪雨の際に

は，本件追加スクリーンに枝葉等の流下物が捕捉されながらも，縦縞スクリー

ンの隙間から濁水が流下することで溢水には至っていないこと（ ）25 

を考慮すると，被告が主張する橋梁部での溢水の発生機序が直ちに本件河川に
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妥当するとは考えにくい。 

したがって，この点の被告の主張は採用できない。 

   また，証拠（乙７９～８２）によれば，被告が提出する河川計画や河川構造

物等に関する建設コンサルタント業者が作成した報告書（以下「被告報告書」

という。）には，本件豪雨及び平成２５年豪雨における本件河川の流量をそれ5 

ぞれ算定した上で，平成２５年豪雨において，本件追加スクリーンに堆積した

枝葉や草木等を濁水が越流していると想定し，本件追加スクリーンの上流側で

スクリーンの上端から２５ｃｍの位置まで水位が上昇することにより本件追

加スクリーンの上流側の水深が９０ｃｍに達していたことを前提に再現計算

を行うと，本件追加スクリーンが枝葉等を捕捉することにより，約６２ｃｍの10 

仮想堰が形成されたのと同等と評価されるとした上で（なお，被告報告書にお

いては，仮想堰が水を通さないことを前提に計算されているものと解される

（乙７９〔２－１９頁〕）。），このような仮想堰が本件豪雨時に本件スクリーン

において形成されたとすると，本件豪雨時の流量に照らし，溢水の発生は回避

できない旨の意見が述べられていることが認められる。 15 

しかしながら，平成２５年豪雨時の本件追加スクリーンの状況について見る

と，証拠（乙６２の３〔写真②〕，７５〔写真③〕，７９〔２－１７頁〕，８４）

及び弁論の全趣旨によれば，平成２５年９月１６日午前５時３４分頃，同日午

前６時９分頃及び午前６時３０分頃には，本件追加スクリーンの上流側に濁水

が押し寄せており，その間も本件追加スクリーンに堆積した枝葉等の隙間から20 

濁水が勢いよく流下し続けることで本件追加スクリーンの閉塞及びそこから

の溢水には至らなかったことが認められる。そうすると，平成２５年豪雨の際

に，本件追加スクリーンに堆積した枝葉等により，濁流は越流しておらず，水

を通さない堰は形成されていなかったということができ，平成２５年豪雨の際

に約６２ｃｍの水を通さない仮想堰が形成されることを前提とする被告報告25 

書は，そもそも，その前提が平成２５年豪雨時の状況とは異なる以上，本件溢
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水についても，実際の発生機序を反映したものといえるのかは疑問があり，被

告報告書の上記意見を直ちに採用することはできない（なお，原告らが提出す

る河川工学及び河川計画に関する専門家が作成した意見書（甲１６２）には，

仮に本件暗渠入口部の護岸部分まで水位が上昇すれば，水深が大きくなること

で水圧が大きくなり，枝葉の間からの流出量は増加するのであるから，被告報5 

告書が提示する仮想堰の仮定は一般的には成り立たない旨の指摘がされてい

るところである。）。 

 以上によれば，本件豪雨自体が，宇治市内の東宇治地域の複数の中小河川で

氾濫や溢水を同時多発的に発生させ，多くの地域に浸水被害を発生させた自然

災害であったことは被告主張のとおりではあるが，本件スクリーンを目幅２０10 

ｃｍの縦縞スクリーンに改修する対策が講じられていれば，本件スクリーンの

完全な閉塞や本件暗渠入口部からの大規模な溢水を免れることにより，本件溢

水及び本件浸水の発生を回避することができた可能性が相応にあったという

のが相当である。 

  したがって，本件浸水の回避可能性が不存在であった，あるいは，本件浸水15 

が不可抗力によるものであるということはできない。 

５ 争点④（損害の有無及び額）について 

争点①及び③について説示したところによると，被告は，本件浸水によって生

じた損害を賠償する義務を負うものと認められ，かつ，回避可能性の不存在ない

し不可抗力を理由に免責されることもないこととなる。 20 

そこで，以下，本件浸水によって原告らに生じた損害，すなわち本件瑕疵と相

当因果関係のある損害の有無及び額について検討する。 

  認定事実 

    前記前提事実，後掲の証拠及び弁論の全趣旨によれば，本件浸水によって生

じた損害に関連して，以下の事実が認められる。 25 

ア 本件浸水の内容 
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本件浸水により１階及び地階が，泥水により床上浸水し，１階については，

地盤面から４５ないし４７ｃｍ程度，場所によっては５４ｃｍの高さまで浸

水し，地階については，上階からの落水及び階段を通じての流入によって床

面から４５ｃｍ程度の高さまで浸水した。 

本件旅館の１階にはエントランスや客室のほか大浴場が設けられており，5 

地階には厨房，機械室，従業員の部屋等が設けられていたが，本件浸水によ

って，床面及び壁面が汚損したほか，濾過機等の機械類が損傷した。 

また，本件旅館の庭園部分も泥にまみれ，植栽の植替えが必要となった。 

（甲１～３，１１～１３，１２２，１４２，原告Ｂ本人〔２，３，２３，２

４頁〕） 10 

   イ 本件浸水後の本件旅館の稼働状況 

本件旅館は，本件浸水の日である平成２４年８月１４日から休業を余儀な

くされ，同年８月及び９月は完全休業の状態が続き，同年１０月５日には９

３人の利用客を１７室の客室で受け入れることにより７２万７５００円の

売上が発生したが，その後，同月２０日までは利用客がない状態が続いた。 15 

もっとも，本件旅館では，同月２１日から断続的に利用客を受け入れるよ

うになり，本件旅館の売上は，同年１０月が合計２４６万０９３３円（１０

月５日の売上を含む。），同年１１月が６６３万５１３５円となった。また，

同年１２月は利用客を受け入れたのは６日であったが，おせち料理の販売に

より，売上が合計１４０７万２７９２円となった。 20 

なお，本件旅館は，同年１２月３０日に改修工事が完了し，リニューアル

オープン（以下「本件営業再開」という。）をした。 

（甲１２２，１２８，１４３～１４６，１５２，原告Ｂ本人〔８，９頁〕） 

   ウ 原告会社の売上総利益及び営業利益の推移 

原告会社における平成１９年度（原告会社の会計年度である当年１月から25 

１２月までをいう。以下同じ。）から平成２６年度までの各年度における売
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上総利益と営業利益は，以下のとおりであった（なお，以下において「－」

の表記は赤字を意味する。）。 

      平成１９年度 売上総利益 １億０６５６万９８３６円 

              営業利益    －９０８万３４３２円 

      平成２０年度 売上総利益 １億０９０３万４２５７円 5 

             営業利益   －１４４４万５５３６円 

      平成２１年度 売上総利益 １億０５４７万９４１５円 

             営業利益   －１９７５万２７４５円 

平成２２年度 売上総利益 １億２７５４万３８６４円 

             営業利益     ４４５万２３４４円 10 

      平成２３年度 売上総利益 １億０２２２万６６４４円 

             営業利益    －４５２万９２８９円 

      平成２４年度 売上総利益   ７１０４万６２１３円 

             営業利益   －１６１７万８６８０円 

      平成２５年度 売上総利益   ８１４２万９８８５円 15 

             営業利益    －１０８万２３３８円 

      平成２６年度 売上総利益   ９２０６万９７３１円 

             営業利益    －４１１万５７２５円 

（甲５６～６３，１２３～１３０，１４７～１５４） 

 修繕費等について 20 

  ア 庭園修繕等  １０１万６４００円 

    本件浸水によって本件旅館の庭園は泥にまみれ，植栽の植替えが必要にな

るなどしたのであるから ，旅館の庭園という性質上，本件浸水に

よる汚損ないし損傷からの復旧のため相応の修繕が必要になったものと認

めるのが相当である。 25 

そして，証拠（甲４０，４１，６８）によれば，原告会社は，平成２４年
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１２月２２日，本件旅館の庭園の修繕工事のために合計１０１万６４００円

（消費税込み）を支払ったことが認められるから，これを本件瑕疵と相当因

果関係のある損害と認めるのが相当である（なお，被告は，上記修繕工事の

内容及び価格の相当性について具体的な反論をしていない。）。 

  イ 消火設備等の修復  ２２万３６５０円 5 

ア），その際に本件旅館に設置されていた消火設備等も損傷したものと認め

るのが相当である。 

そして，原告会社は，消火設備等の修復に係る損害額が４０万２１５０円

であると主張するところ，証拠（４２，４３）によれば，原告会社は，平成10 

２４年９月頃，消火栓設備の各種部品の取替えのため２２万３６５０円（消

費税込み）を要したことが認められるから，これを本件瑕疵と相当因果関係

のある損害と認めるのが相当である。 

他方，証拠（甲４４，４５）によれば，原告会社が主張する上記損害額の

うち１７万８５００円については，本件豪雨前である平成２４年７月分の点15 

検費用であることがうかがわれ，他にこれが本件浸水に関連する費用であっ

たことを認めるに足りる証拠はないから，これを本件瑕疵と相当因果関係の

ある損害と認めることはできない。 

  ウ 内装等のデザイン料  ０円 

    証拠（甲４６，９６，原告Ｂ本人〔２４頁〕）によれば，原告会社は，平成20 

２４年１１月頃，建築設計事務所に対し，本件旅館の１階の玄関，ロビー，

客室及び廊下等のデザイン料として３１５万円を支払ったことが認められ

るが，本件浸水による損傷ないし汚損等からの復旧には，清掃及び損傷ない

し汚損部分の修繕を要し，かつ，それで足りるのが通常なのであって，本件

旅館１階のデザインを変更する必要が生じたとは，にわかには認め難いとい25 

うべきである。 
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なお，原告Ｂは，本件浸水によって汚損ないし損傷した箇所は使用できな

くなったため，抜本的な改装が必要と判断した旨の供述（原告Ｂ本人〔２４

頁〕）をするが，原告Ｂの上記供述を踏まえても，本件浸水を契機として，原

告会社ないし原告Ｂの経営判断として，本件浸水による損傷ないし汚損等か

らの復旧を超えて全面的な改装を行うこととした可能性は否定できないし，5 

他に，本件浸水による損傷ないし汚損等につき，清掃や修繕では復旧できな

い合理的な理由を認めるに足りる的確な証拠はない。  

したがって，上記内装等のデザイン料に係る費用を本件瑕疵と相当因果関

係のある損害と認めることはできない。 

  エ 濾過機周りの改修  １５２万２５００円 10 

    本件浸水は本件旅館の１階及び地階の床上浸水を伴うものであり，濾過機

等の機械類が損傷したのであるから ，その際に本件旅館に設置

されていた濾過機及びその周辺にも損傷等が生じたものと認めるのが相当

である。 

そして，原告会社は，濾過機周りの改修に係る損害額が１６７万３７００15 

円であると主張するところ，証拠（甲４７）によれば，原告会社は，平成２

４年９月４日頃に行われた濾過機周りの改修費用として１５２万２５００

円（消費税込み）を要したことが認められるから，これを本件瑕疵と相当因

果関係のある損害と認めるのが相当である（なお，被告は，濾過機周りの改

修の必要性及びその額について具体的な反論をしていない。）。 20 

他方，証拠（甲４８）によれば，原告会社が主張する濾過機周りの改修に

係る損害のうち１５万１２００円は，同年１２月１４日及び１６日に行われ

た制御盤漏電，ボイラー漏電及び給湯配管漏れの調査ないし修理に要した費

用であることが認められるところ，上記調査ないし修理の具体的内容は必ず

しも明らかではないし，本件旅館では同年１０月２１日から断続的に利用客25 

を受け入れるようになっていたのであり（前記 イ），その２か月近くも後
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（濾過機周りの改修からは３か月以上も後）になって，上記調査ないし修理

が必要となった理由ないし経緯も明らかではないのであるから，これらの費

用を本件瑕疵と相当因果関係のある損害と認めることはできない。 

  オ 油水処分等  ５９万４８２５円 

証拠（甲４９）によれば，原告会社は，平成２４年９月１日頃に行われた5 

油水処分の費用として４万２５００円（消費税別）を支払うとともに，同月

７日頃に行われたサービスタンク通気管工事及び送油ポンプ更新工事の費

用として４９万７０００円（消費税別），同月１３日頃に購入した重油の代

金として９万円（消費税別）を支払ったことが認められる。 

そして，証拠（甲４９，１２２，原告Ｂ本人〔６，１９頁〕）によれば，本10 

件浸水の影響により本件旅館の地下室のサブタンクから重油が噴き出てい

たことが認められ，これにより油水の処分及びサブタンクの修理が必要にな

ったものといえるから，油水処分の費用及びサブタンクの修理費用であるこ

とが明確な５３万９５００円（消費税込みの金額は５６万６４７５円）につ

いては，本件瑕疵と相当因果関係のある損害と認めるのが相当である（なお，15 

被告は，サブタンクの修理の必要性について具体的な反論をしていない。）。 

他方，重油の代金は，１０００リットルの購入がされているところ（甲４

９），原告Ｂは，３００リットル程度のサブタンクから重油が流出した旨供

述していること（原告Ｂ本人〔１９頁〕）からすると，３００リットルを超え

る重油の購入は，本件浸水とは無関係に購入された重油の代金である可能性20 

が否定できず，本件浸水との関連性は不明といわざるを得ない。したがって，

重油の代金については，３００リットルに相当する代金（２万７０００円（消

費税込みの金額は２万８３５０円））の範囲で本件瑕疵と相当因果関係のあ

る損害と認めるのが相当である。  

  カ 畳の取替え  ７５万４２１５円 25 
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ア），その際に本件旅館の浸水箇所で使用されていた畳にも汚損が生じたも

のと認めるのが相当である。 

そして，浸水によって畳が汚損した場合には，取替えによって修復せざる

を得ないというべきところ，証拠（甲５０）によれば，原告会社は，本件旅

館の畳の取替えのために７５万４２１５円（消費税込み）の費用を要したこ5 

とが認められるから，これを本件瑕疵と相当因果関係のある損害と認めるの

が相当である（なお，被告は，畳の取替えの単価や枚数の合理性について具

体的な反論をしていない。）。 

  キ 浄化槽清掃等  ０円 

原告会社は，浄化槽清掃等に係る損害額が２６万４２００円であると主張10 

するが，証拠（甲５１）によれば，原告会社が主張する上記２６万４２００

円のうち６万８０００円は，原告会社と水道工事業者との間での維持管理契

約に基づく支出であることがうかがわれ，浄化槽清掃費とされる１９万６２

００円についても，これが行われた日は，本件浸水より１か月以上後である

平成２４年９月２７日であり，原告会社が本件浸水とは無関係に，定期的に15 

負担していた費用である可能性が否定できない。 

したがって，上記浄化槽清掃等の費用を本件瑕疵と相当因果関係のある損

害と認めることはできず，他に，原告会社が本件浸水によって浄化槽に関す

る損害を被ったことを認めるに足りる証拠はない。 

  ク ＬＡＮ工事一式  ０円 20 

原告会社は，ＬＡＮ工事一式に係る損害額が１３万４０００円であると主

張するが，原告会社が上記主張の根拠として提出する証拠（甲５２，５３）

によれば，原告会社が平成２４年１２月ないし平成２５年１月頃にＬＡＮ工

事一式として上記費用を支出したことがうかがわれるものの，その具体的内

容は明らかではなく，本件浸水と上記ＬＡＮ工事との関連性を認めるに足り25 

る的確な証拠はないのであり，本件旅館の改装に際し，本件浸水とは無関係
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にＬＡＮ工事が行われた可能性も否定できない。 

したがって，上記ＬＡＮ工事の費用を本件瑕疵と相当因果関係のある損害

と認めることはできない。 

ケ エントランス改装工事  ０円 

原告会社は，エントランス改装工事に係る損害額が３２０２万５０００円5 

であると主張するが，原告会社が上記主張の根拠として提出する証拠（甲８

９）によれば，原告会社の主張するエントランス改装工事は，本件浸水によ

る損傷ないし汚損等からの復旧に必要な範囲を超えて，本件旅館のエントラ

ンス全体を改装するための工事であることがうかがわれるのであり，他に，

本件浸水による損傷ないし汚損等からの復旧のために上記改装工事が必要10 

となったことを認めるに足りる的確な証拠はない。 

したがって，上記改装工事の費用を本件瑕疵と相当因果関係のある損害と

認めることはできない（なお，本件浸水は本件旅館の１階の床上浸水を伴う

本件旅館のエントランスにも一定の損傷

ないし汚損等が生じたものと認めるのが相当であるが，１階廊下改装工事15 

（後記コ）及び１階及び地階修理（後記シ）を超えて，エントランスに関す

る損害を認めるに足りる証拠はない。）。 

コ １階廊下改装工事  ７９万６００５円 

の際に本件旅館１階廊下の床及び壁面に損傷ないし汚損等が生じたものと20 

認めるのが相当である。他方，原告Ｂは，雨水が本件旅館１階の天井まで浸

潤した旨の陳述（甲１２２）ないし供述（原告Ｂ本人〔１７頁〕）をするが，

床上浸水において天井にまで損傷ないし汚損等が生じるとは考えにくいし，

本件浸水によって本件旅館１階の天井に損傷ないし汚損等が生じたことを

裏付ける的確な証拠はない。 25 

そして，原告会社は，本件旅館の１階廊下改装工事に係る損害額が１５７
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万５０００円であると主張するので検討すると，証拠（甲９０，９３）及び

弁論の全趣旨によれば，原告会社の主張する１階廊下改装工事には，床カー

ペット及び壁面クロスの張替工事のほか，天井改修工事，雑工事及び電気設

備工事の費用等が含まれていること，これらの工事のうち床カーペットの張

替工事に５４万８５００円，壁面クロスの張替工事に２０万９６００円の費5 

用を要することが認められるところ，上記工事のうち床カーペット及び壁面

クロスの張替工事の費用合計７５万８１００円（消費税込みの金額は７９万

６００５円）については，本件浸水による床及び壁面に生じた損傷ないし汚

損等からの復旧に必要な費用といえるから，本件瑕疵と相当因果関係のある

損害と認めるのが相当である（なお，被告は，上記各張替費用の価格の合理10 

性について具体的な反論をしていない。）。 

他方，上記の天井改修工事，雑工事及び電気設備工事については，本件浸

水による損傷ないし汚損等からの復旧に必要な工事であったか否かが判然

としないものといわざるを得ないから，これらに要する費用を本件瑕疵と相

当因果関係のある損害と認めることはできない。 15 

サ １階喫煙コーナー追加工事  ０円 

原告会社は，本件旅館の１階喫煙コーナーの追加工事に係る損害額が１０

０万円であると主張するが，原告会社が上記主張の根拠として提出する証拠

（甲９１）によれば，原告会社の主張する追加工事は，既存の天井，壁及び

床を解体した上で，新たな喫煙コーナーを構築することを目的とする工事で20 

あることがうかがわれるのであり，他に本件浸水による損傷ないし汚損等か

らの復旧のために上記追加工事が必要となったことを認めるに足りる的確

な証拠はない。 

したがって，原告会社の主張する上記費用を本件瑕疵と相当因果関係のあ

る損害と認めることはできない（なお，本件浸水は本件旅館の１階の床上浸25 

仮に，１階に既存の喫煙コーナーがあった
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場合には，一定の汚損等が生じた可能性は否定できないが，前記コ（１階廊

下改装工事）及び後記シ（１階及び地階修理）のほかに，本件旅館の１階喫

煙コーナーに関する損害を認めるに足りる証拠はない。）。 

シ １階及び地階修理  １００万円 

5 

ア），これによって１階及び地階について復旧作業が必要になったことは明

らかというべきである（なお，地階の天井部分については，被告は具体的な

反論をしていないところ，１階が浸水していることからすると，地階につい

ては，天井部分を含め復旧作業が必要と認められる。）。 

そして，証拠（甲９２）によれば，本件浸水に対する本件旅館１階及び地10 

階の復旧作業に要する費用が１００万円（消費税込み）であることが認めら

れるから，これを本件瑕疵と相当因果関係のある損害と認めるのが相当であ

る（なお，被告は，上記費用の合理性について具体的な反論をしていない。）。 

ス 地階改修工事  ０円 

原告会社は，本件旅館の地階改修工事に係る損害額が１５０万円であると15 

主張するが，原告会社が上記主張の根拠として提出する証拠（甲１３７）に

よっても，原告会社の主張する上記地階改修工事の内容は不明というほかな

いし，本件浸水による損傷ないし汚損等からの復旧のため，前記シにおいて

認定した１階及び地階修理のほかに１５０万円もの費用を要する地階改修

工事が必要となったことを認めるに足りる証拠もないから，これを本件瑕疵20 

と相当因果関係のある損害と認めることはできない。 

セ エントランス周り電気工事  ０円 

原告会社は，本件旅館のエントランス周りの電気工事に係る損害額が１０

８万２９４９円である旨を主張する。 

しかし，原告会社が上記主張の根拠として提出する証拠（甲９４）によれ25 

ば，原告会社が主張する上記電気工事は，本件営業再開後である平成２５年
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２月１２日に見積書が作成されたＢＧＭ設備に関する工事，防災照明器具及

び自動火災報知機に関する工事であることが認められるところ，仮に本件浸

水によって上記各工事が必要となったのであれば，本件営業再開後になって

見積書が作成されるのは不自然であり，上記各工事は，本件浸水とは無関係

に行われたエントランスの改装工事（前記ケ）の一環として追加的に見積も5 

られた工事である可能性も否定できないというべきであるし，他に，本件浸

水による損傷ないし汚損等からの復旧のために上記各工事が必要となった

ことを裏付ける的確な証拠はない。 

そうすると，本件浸水は本件旅館の１階の床上浸水を伴うものであり（前

損傷ないし汚損等が10 

生じたものと認められることを考慮しても，原告会社が主張する上記エント

ランス周り電気工事の費用を本件瑕疵と相当因果関係のある損害と認める

ことはできない。 

ソ １０１号室及び１０２号室改修工事  ４９３万５９８０円 

そ15 

の際に本件旅館の１０１号室及び１０２号室が浸水被害を受けたものと認

めるのが相当である（なお，被告は，上記各客室が浸水被害を受けたことに

つき，具体的な反論をしていない。）。 

そして，旅館の客室が浸水被害を受けた場合，その性質上，全面的な修繕

が必要になるのが通常というべきところ，証拠（甲６４）によれば，上記各20 

客室の修繕工事に要する費用が４９３万５９８０円であることが認められ

る（なお，被告は，上記費用の合理性について具体的な反論をしておらず，

上記費用が上記各客室の改修工事として相当性を欠くことを認めるに足り

る証拠もない。）。 

したがって，上記各客室の改修工事に係る費用として上記４９３万５９８25 

０円（消費税別）を本件瑕疵と相当因果関係のある損害と認めるのが相当で
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ある（なお，原告会社は，上記改修工事に係る損害については消費税別の金

額を主張しているものと解されることから，その限度で損害と認める。）。 

タ １０５号室入口周り及び同室改修工事  ２４６万７９９０円 

原告会社は，本件旅館の１０５号室の入口周りの改修工事に係る損害が１

７８万５０００円，同室の改修工事に係る損害が８２３万４８１０円である5 

と主張する。 

これに対し，被告は，１０５号室が浸水したか否かは不明である旨を主張

するが，

ア），本件浸水により本件旅館１階の１０５号室が浸水被害を受けた旨の原

告Ｂの供述（原告Ｂ本人〔４頁〕）は，本件浸水の内容と整合する自然なもの10 

といえるから，本件浸水の際に１０５号室も浸水したものと認めるのが相当

である。 

もっとも，原告会社が上記主張の根拠として提出する証拠（甲６５，６６）

によれば，１０５号室に関する改修工事としては，既存の内装を解体した上

で，室内の改修のみならず，その入口周りの改修工事も併せて行うことが想15 

定され，その費用は合計すると１００１万９８１０円に上ることが認められ

るのであるから，原告会社の主張する１０５号室に関する改修工事は，本件

浸水による損傷ないし汚損等からの復旧に必要な範囲を超えて，客室を全面

的に新調することが想定されているものと考えるのが自然である。 

そうすると，原告会社が主張する１０５号室に関する損害額を直ちに採用20 

することはできないというべきであり，本件浸水と相当因果関係のある１０

５号室に関する損害額としては，１０１号室及び１０２号室改修工事の１室

当たりの金額である２４６万７９９０円（＝４９３万５９８０円÷２）の限

度で認めるのが相当である。 

チ 地階休憩室改修工事  ０円 25 

  原告会社は，本件旅館の地階休憩室の改修工事に係る損害が５７１万０１
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００円であると主張する。 

しかし，原告会社が上記主張の根拠として提出する証拠（甲６７）によれ

ば，原告会社が主張する上記改修工事は，本件営業再開から２年近くが経過

した平成２６年１１月１３日に作成された見積書に基づくものであること

が認められるのであり，本件浸水による損傷ないし汚損等からの復旧のため5 

に上記改修工事が必要になったというには，見積書の作成時期が不自然とい

うほかないし，原告会社は，上記改修工事に関する見積書が本件営業再開か

ら２年近くが経過してから作成されたことにつき，合理的な理由を主張立証

していない。 

したがって，上記改修工事に要した費用を本件瑕疵と相当因果関係のある10 

損害と認めることはできず，他に地階休憩室に関する損害を認めるに足りる

証拠はない。 

ツ 温蔵庫のリース契約  ０円 

  原告会社は，本件浸水により支払総額９０万円の温蔵庫のリース契約の締

結を余儀なくされた旨を主張するところ，本件旅館の厨房は，本件浸水の際15 

に泥水で ア），本件旅館に設置されていた温

蔵庫も本件浸水により損傷したものと認めるのが相当である。 

しかし，原告会社が上記主張の根拠として提出する証拠（甲５４，５５）

によれば，原告会社は，本件営業再開から約１年１０か月が経過した平成２

６年９月ないし１０月に温蔵庫に関するリース契約を締結したことが認め20 

られるのであり，契約締結時期からして，上記リース契約と本件浸水との関

連性は不明というほかないし，原告会社は，本件営業再開から約１年１０か

月も経過してから上記リース契約を締結した点につき，合理的理由を具体的

に主張立証していない。 

また，本件浸水によって本件旅館の温蔵庫が損傷したとしても，当該温蔵25 

庫が原告会社の所有物ではないなどの事情により，原告会社に財産的損害が
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生じなかった可能性もあながち否定できない。 

したがって，上記リース契約の費用を本件瑕疵と相当因果関係のある損害

と認めることはできないというべきであり，他に温蔵庫に関する損害を認め

るに足りる証拠はない。 

テ 小括 5 

  以上によれば，本件瑕疵と相当因果関係のある修繕費等の損害は，合計１

３３１万１５６５円と認められる。 

  なお，被告は，本件旅館は建築後４７年が経過しており，残存価値は相当

程度低下していたと考えられるところ，修繕によって新品になった部分は損

害額の算定において考慮すべきである旨を主張するが，本件浸水によって本10 

件旅館に損傷ないし汚損等が生じた以上，その復旧のために必要かつ相当な

修繕費等は本件瑕疵によって通常生ずべき損害というべきであるし，前記ア

ないしテにおいて認定した修繕費等に係る損害の合計額が，本件旅館の時価

額を上回ると認めるに足りる証拠もないのであるから，本件旅館の残存価値

が低下していることを根拠に，前記アないしテにおいて認定した修繕費等を15 

更に減額する必要はないというべきである。 

  また，被告は，原告会社が消費税の課税事業者であることを根拠に，原告

会社に修繕費等に対する消費税相当額の損害が生じていない旨を主張する

が，単に課税事業者であることのみをもって当然に消費税相当額の負担を免

れるものとはいえないのであり，修繕等のために消費税相当額の支出を余儀20 

なくされた以上は，消費税相当額の損害の発生を否定することはできないと

いうべきであるから，上記被告の主張は採用できない。 

 休業損害及び逸失利益について 

   ア 算定方法の検討 

 本件旅館が平成２４年８月１４日に本件浸水による被害を受けて以降，25 

原告会社の売上総利益は減少しており，少なくとも平成１９年度から平成
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２３年度までは１億円を超えていた原告会社の売上総利益は，本件浸水が

発生した平成２４年度が約７１０５万円となり，本件営業再開後である平

成２５年度及び平成２６年度も１億円を下回っていたのであるから（前記

，原告会社では，本件浸水から平成２６年度に至るまで，本件浸水前

より売上総利益の減少傾向が続いていたことがうかがわれる。 5 

しかし，証拠（甲１０３～１０６，乙２３～２５，８５～８７）及び弁

論の全趣旨によれば，宇治市への観光客数（観光入込客数）は，平成２０

年が５５６万２８５１人，平成２１年が５００万８９７５人，平成２２年

が５１１万０７８３人，平成２３年が４８６万４０９９人，平成２４年が

４７２万２６５１人，平成２５年が３９４万７８４４人，平成２６年が５10 

２０万１７６４人であったこと，宇治市の主要な観光資源である平等院鳳

凰堂では，平成２４年６月から平成２６年４月にかけて修理事業のため観

光客の内部拝観を停止していたこと，京都府商工労働観光部作成の京都府

観光入込客調査報告書（甲１０４～１０６）では，平成２４年の宇治市の

観光客の減少要因として本件豪雨の影響が指摘されていたが，平成２５年15 

の観光客の減少要因としては宇治市の主要観光地及び宇治川の改修工事

や台風災害の影響が指摘され，平成２６年の観光客の増加要因としては，

主要観光地の改修完了のほか，木津川運動公園の新規開園や天候に恵まれ

たことによる屋外観光地の集客の伸びが指摘されていたことが認められ

る。 20 

   そうすると，本件営業再開後である平成２５年度以降の原告会社の売上

総利益の減少は，宇治市への観光客数自体が減少したことの影響を受けた

可能性や，宇治市内での屋外観光地の集客の伸びが本件旅館の売上に結び

つかなかった可能性など，様々な可能性が想定できるのであり，平成２５

年度以降の原告会社の売上総利益の減少をもって，直ちに本件営業再開後25 

も本件浸水の影響によって原告会社に減収が生じていたと認めることは
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できない。 

 また，原告会社の平成１９年度以降の営業利益について見ると，平成２

２年度を除いて全て赤字となっており，平成２０年度及び平成２１年度の

赤字額は１０００万円を優に超えていたのに対し，平成２５年度の赤字額

は１０８万２３３８円，平成２６年度の赤字額は４１１万５７２５円にと5 

どまっている 。 

このような平成２５年度以降の営業利益の推移からすると，本件営業再

開後である平成２５年度以降は，原告会社の赤字がやや改善傾向にあった

といえなくもないのであるから，本件営業再開後も本件浸水の影響によっ

て原告会社に減収が生じていたとは，直ちには認め難い。 10 

 なお，原告Ｂは，本件浸水により，休業による客離れや風評被害の影響

によって，原告会社の営業努力にもかかわらず，本件旅館の売上が本件浸

水前の水準に戻るのに三，四年を要した旨の陳述（甲１２２）ないし供述

（原告Ｂ本人〔９～１１頁〕）をするが，原告Ｂが売上の減少要因として指

摘する客離れや風評被害の影響を裏付ける客観的な証拠はなく，他に，本15 

件旅館につき，本件営業再開後も，本件浸水の影響により旅館としての稼

働に支障が生じていたことを認めるに足りる客観的な証拠はない。 

そうすると，原告Ｂの上記陳述ないし供述をもって，本件営業再開後も

本件浸水の影響によって原告会社に減収が生じていたとは認められない。 

 以上によれば，原告会社につき本件営業再開後の逸失利益を認めるのは20 

困難というべきであり，原告会社の消極的損害としては，本件浸水の日か

ら本件営業再開の前日までの休業損害の範囲で認めるのが相当である。 

もっとも，原告Ｂは，本件浸水により，２００組ないし３００組の予約

を取り消し，宿泊客の総数にして４０００人ないし５０００人の予約を断

らざるを得なくなった旨の陳述（甲１２２）ないし供述（原告Ｂ本人〔８25 

頁〕）をするものの，上記陳述ないし供述に係る事実関係及びこれによっ
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て原告会社に生じた具体的な減収額を裏付ける客観的な証拠はなく，本件

浸水の日から本件営業再開の前日までの原告会社の得べかりし利益を直

接把握するのは困難というべきである。 

そこで，原告会社の休業損害については，相当な基礎収入の額並びに休

業期間及び休業割合をそれぞれ認定し，基礎収入の日額に休業日数及び休5 

業割合を乗じることによって算定することとする。 

    イ 基礎収入 

本件浸水の前年である平成２３年度の原告会社の売上

総利益（１億０２２２万６６４４円）及び営業利益（－４５２万９２８９円）

は，その前年である平成２２年度と比較すると，売上総利益（平成２２年度10 

は１億２７５４万３８６４円）が約２５００万円減少し，営業利益（平成２

２年度は４４５万２３４４円）が約９００万円減少して赤字となっているが，

平成１９年度から平成２１年度までの期間における売上総利益は約１億０

５００万円から１億１０００万円の間で推移し，同期間における営業利益は

約１０００万円から２０００万円の赤字で推移していたことが認められる15 

のであるから，平成２３年度の原告会社の売上総利益及び営業利益は，平成

２２年度よりは減少しているものの，平成１９年度から平成２１年度までと

比較すると，売上総利益はおおむね同水準にあり，営業利益の赤字は縮小し

ているといえる。 

そうすると，平成２３年度の原告会社の売上総利益及び営業利益が，原告20 

会社にとって特に過小な数値になっているとはいえないから，原告会社の本

件浸水による休業損害を算定するに当たっての基礎収入としては，本件浸水

の前年である平成２３年度の営業利益に固定経費と評価できる勘定科目の

経費を加えた額とするのが相当である。 

そして，証拠（甲６０，１２７，１５１）によれば，原告会社は，平成２25 

３年度の販売費及び一般管理費として，役員報酬８４０万円，給料１５９８
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万２６３４円，法定福利費２７９万８８０４円，賃借料３５３万３４２８円，

修繕費２９４万６９００円，諸会費１１６万３７００円，保険料８３万６７

６０円，減価償却費１０２２万１５０５円及び租税公課８３０万７４５０円

を計上したことが認められるが，これらの経費については，各勘定科目の性

質からして，休業時にも本件旅館における事業を継続するために必要となる5 

固定経費と認めるのが相当である。 

したがって，原告会社の休業損害を算定するための基礎収入は，平成２３

年の営業利益である－４５２万９２８９円に上記各固定経費の合計額（５４

１９万１１８１円）を加えた４９６６万１８９２円（日額１３万６０５９円）

と認める。 10 

ウ 休業期間及び休業割合 

本件旅館は，本件浸水の日である平成２４年８月１４日から同年９月末日

までの４８日間にわたって完全休業の状態が続いた

イ），この間は１００％の休業を余儀なくされたものと認める。 

その後，本件旅館は，同年１０月５日に９３人の利用客を受け入れ，同月15 

２１日以降は断続的に利用客を受け入れていたのであり ，同月

には一定の範囲で稼働が可能になっていたものといえるが，証拠（甲６０，

６１，１５１，１５２）によれば，原告会社の売上は，平成２３年１０月が

９１９万７３６６円であったのに対し，平成２４年１０月は２４６万０９３

３円にとどまっていたことが認められることも考慮すれば，同月の３１日間20 

については，休業割合を７０％と認めるのが相当である。 

      さらに，本件旅館は同年１１月も断続的に利用客を受け入れており（前記

，旅館として相応に稼働できる状態にあったことがうかがわれるが，

証拠（甲６０，６１，１５１，１５２）によれば，原告会社の売上は，平成

２３年１１月が１２２２万２０９９円であったのに対し，平成２４年１１月25 

は６６３万５１３５円にとどまっていたことが認められることからすると，
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一定の営業上の制約が継続していたものと考えるのが相当であるから，同月

の３０日間については，その休業割合を４０％と認めるのが相当である。 

他方，同年１２月１日から本件営業再開後の前日までの期間については，

証拠

（甲６０，６１，１５１，１５２）によれば，原告会社の１２月の売上は，5 

平成２３年が１４１５万０６１０円，平成２４年が１４０７万２７９２円で

あったことが認められるのであり，同年１２月の売上は本件浸水前である前

年同月と同程度の水準に達していたといえる。これに加え，本件浸水の日か

ら本件営業再開に至るまでの期間には，本件浸水とは無関係に実施された１

階エントランスの改装工事 に要した期間が含まれているものと10 

考えられるのであり，上記改装工事に要した期間及びその間の本件旅館の利

用状況は証拠上明らかではないが，上記改装工事による休業を本件瑕疵と相

当因果関係のある休業と評価するのは相当ではないことも併せ考慮すれば，

同月１日から本件営業再開までの期間については，休業損害算定の基礎とな

る休業期間に含めないこととするのが相当である。 15 

エ 休業損害の額の算定 

  以上によれば，原告会社に生じた本件瑕疵と相当因果関係のある休業損害

の額は，以下の計算式のとおり，１１１１万６０２０円となる。 

（計算式） 

  １３万６０５９円×（４８日＋３１日×０．７＋３０日×０．４） 20 

＝１１１１万６０２０円 

   本件保険金による填補について 

   ア 証拠（甲１３８〔主に５８，６５，９２頁〕）及び弁論の全趣旨によれば，

本件保険の約款（企業総合保険普通保険約款。以下「本件約款」という。）に

は，本件保険会社は，水災等によって保険の対象について生じた損害につい25 

て被保険者に損害保険金を支払うとともに，費用保険金として，保険の対象
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の残存物の取片づけに必要な取壊し費用，取片づけ清掃費用及び搬出費用に

対する残存物取片づけ費用保険金，並びに保険の対象の復旧に当たり発生し

た費用のうち必要かつ有益な費用に対する修理付帯費用保険金を支払う旨，

保険の対象について損害又は損失が生じたことにより被保険者が損害賠償

請求権その他の債権を取得した場合において，本件保険会社が，その損害又5 

は損失の全額を保険金として支払った場合は，被保険者が取得した債権の全

額について，その債権が本件保険会社に移転する旨が定められていること，

保険代位の対象が費目ごとに特定される旨の定めはないこと，本件保険会社

が損害金元本に対する遅延損害金について保険金を支払う旨は定められて

いなかったことが認められる。 10 

そして，原告会社が支払を受けた本件保険金のうち臨時費用保険金１００

万円については本件約款に定められた保険代位に関する定めが適用されな

いこと，本件保険金の支払により本件保険会社が保険代位により取得する債

権が修繕費等に係る損害賠償請求権に限られることは，いずれも当事者間に

争いがない。 15 

そうすると，本件保険会社が，原告会社に対し，本件保険金として，損害

保険金１２８１万０００３円，残存物取片づけ費用保険金１２８万１００１

円及び修理付帯費用保険金５０９万１６２０円の合計１９１８万２６２４

円を支払ったこと（前記前提事実⑻）

費等に係る損害金元本の全額（合計１３３１万１５６５円）が填補されるこ20 

ととなり，上記損害金元本の支払請求権が全て本件保険会社に移転すること

となる（なお，原告らは，残存物取片づけ費用保険金及び修理付帯費用保険

金については，それに相当する損害に係る請求権のみが保険代位の対象とな

る旨主張するが，本件保険金は，損害保険金及び上記各費用保険金をもって

本件旅館に生じた財産的損害全体を填補する趣旨と解されるし，保険代位の25 

対象となる費目を特定する約款上の定めも見当たらないのであるから，臨時
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費用保険金を除く本件保険金全体が，修繕費等に係る損害全体を填補し，そ

の範囲で保険代位の対象となるものと解するのが相当である。）。 

イ なお，原告会社は，本件浸水の日から保険金支払日までの損害金元本に対

する遅延損害金の支払を求めるとともに，本件保険金が遅延損害金を填補す

ることを前提に請求額を算定するが，本件約款の定めからすると，本件保険5 

は，本件旅館自体に生じた財産的損害（物的損害）を填補するためのものと

解され，遅延損害金を填補する性質のものとは解されないし，本件約款上，

本件保険会社が損害金元本に対する遅延損害金について保険金を支払う旨

の定めは設けられていないのであるから，本件保険金は，損害金元本に対す

る遅延損害金を填補するものではないものと解するのが相当である。 10 

ウ そうすると，本件保険金の支払日は平成２４年１０月９日であり（前記前

，原告会社は，被告に対し，修繕費等に係る損害賠償請求権の損

害金元本である１３３１万１５６５円に対する本件浸水の日から本件保険

金の支払日までの５７日間の民法所定の年５分の割合による遅延損害金１

０万３６５５円（＝１３３１万１５６５円×０．０５×５７日÷３６６日）15 

の支払請求権を有するものと認められるが，上記損害金元本については，本

件保険会社がその全額の支払請求権を代位取得する結果，原告会社が被告に

対して請求できる損害金元本は存在しないこととなる。 

他方，休業損害については，本件保険金によって填補される損害ではない

ため，原告会社は，被告に対し，休業損害に係る損害金元本１１１１万６０20 

２０円及びこれに対する本件浸水の日から支払済みまでの民法所定の年５

分の割合による遅延損害金の支払請求権を有するものと認められる。 

 原告Ｄらの損害について 

原告Ｄらは，本件浸水当時，本件旅館に居住していたのであるから（前提事

），本件浸水の際に強い不安や恐怖を感じたものと認められるが，これ25 

によって原告Ｄらの心身が現に害されたことを認めるに足りる客観的な証拠
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はないし，本件浸水によって本件旅館が被害を受けることにより，原告会社の

経営面や原告Ｄらの生活面での不利益ないし不安が生じたとしても，こうした

不利益ないし不安は，原告会社に生じた財産的損害（修繕費等に係る損害及び

休業損害）の賠償によって填補されるべきものであるから，原告Ｄらが，上記

の損害のほかに，金銭による慰謝を要するような精神的苦痛を被ったとまでは5 

認められない。 

    したがって，原告Ｄらの損害に関する主張は採用できない。 

 小括 

以上によれば，原告会社については，以下の損害につき被告に賠償を請求す

ることができるものと認められるが，原告Ｄらについては，被告に賠償を請求10 

できる損害が発生したとは認められないこととなる。 

ア 休業損害に係る損害金元本 １１１１万６０２０円 ） 

イ 本件浸水の日である平成２４年８月１４日から本件保険金の支払日であ

る同年１０月９日までの遅延損害金 

 修理費等に係る損害金元本に対するもの １０万３６５５ ウ） 15 

 休業損害に係る損害金元本に対するもの  ８万６５５９円 

（計算式） 

１１１１万６０２０円×０．０５×５７日÷３６６日＝８万６５５９円 

ウ 休業損害に係る損害金元本に対する本件保険金の支払日の翌日である平

成２４年１０月１０日から支払済みまでの遅延損害金 20 

第４ 結論 

  よって，原告会社の請求は，損害金元本１１１１万６０２０円及び確定遅延損

害金１９万０２１４円（＝１０万３６５５円＋８万６５５９円）の合計１１３０

万６２３４円及びうち上記損害金元本１１１１万６０２０円に対する本件保険

金支払日の翌日である平成２４年１０月１０日から支払済みまで民法所定の年25 

５分の割合による遅延損害金の支払を求める限度で理由があるから，その限度で
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認容し，その余は理由がないから棄却し，原告Ｄらの請求は理由がないから，こ

れらをいずれも棄却することとして，主文のとおり判決する。なお，仮執行宣言

は相当でないから，これを付さないこととする。 

京都地方裁判所第７民事部 

 5 
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